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 再  開   

 議  長  皆さんおはようございます。 

 本日の出席議員は１６人につき、定足数に達しております。 

 これから、本日の会議を開きます。 

（１０：００） 

 日程第１  

 議  長  日程第１ 一般質問を行います。 

 質問の通告があっておりますので、順次発言を許します。 

１番 深野良二議員 

 深野議員  ９月議会の一般質問のトップバッターであります。しっかりがんばっていきたいと

思います。 

 質問に入る前に、最近、筑前町の中学校を卒業した高校生たちの活躍には、筑前町

の町民の１人としてうれしく思いますし、誇りに思います。 

 そんな高校生たちや現在筑前町の中学校、小学校に通う子どもたちのことを思いな

がら、通告に基づいて発言をさせていただきます。 

 まず、初めに高等学校等就学支援金制度について、中学校での周知についてご質問

させていただきます。 

 昨年４月から高等学校授業料無償化の制度が、新たに所得制限が設けられ、高等学

校等就学支援金という制度が導入されました。この制度では公立、私立を問わず高校

等の授業料の支援として、一定の基準額未満の世帯に就学支援金として、保護者が支

払う授業量相当分を国が、県やその学校に支払うようになっております。本来なら高

校授業料無償化の理念のように、これからの日本を担うすべての若者たちの教育費

は、国や社会が保障するという考え方が後退したことは、極めて残念でございます。 

 いずれにしても、公立高校と私立高校に通う生徒の間では教育負担に大きな格差が

あることや、低所得者世帯では教育費負担が依然として大きいなどの課題がありま

す。だからこそこの制度も、必要とする家庭が活用できるような手立てが必要だと思

います。 

 しかし、これまでもそうであったように、新たな制度に変わったときは、その周知

が大変重要になると考えます。 

 例えば、学力が十分に保障されてなかった保護者が要るということを意識していた

だきたいということです。 

 書類が読めない、読めても何が書いているか分からない、また書類が書けない、何

を書いていいのか分からない保護者にとっては、申請書類を添えることが負担にな

り、申請できない結果に繋がる可能性があります。 

 また、多様な生活課題もあります。厳しい労働条件で、説明会や申請のための休み

が簡単に取れない保護者、様々な条件で外へ出ることが難しい保護者もいます。 

 これらの保護者や家庭こそが今回の制度を最も必要とする家庭なのですが、なかな

か申請に繋がらない現状があります。 

 このような厳しい背景を持つ家庭の状況を、入学したての子どもの家庭環境を、高

校の先生は知りません。だから、保護者も気軽に相談ができません。それを一番把握

しているのは中学校の先生です。 

 私が危惧をしているのは、保護者向けの文部科学省のチラシや県からのチラシを保

護者に配布していたら、それで終わりと思っている中学校の先生方が要るかもしれな

いということです。 

 それは中学校の管理職や先生たちの中に、支援金制度は高校の問題、高校に入学し
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てから説明があるはずだからという、安易な意識があるという指摘があるからです。 

 このような事態を招かないためには、保護者の実態に応じた保護者が理解できるよ

うな丁寧な事前の指導が中学校では必要と考えますし、中学校の先生方がそのような

意識になるような働きかけが必要ではないかと思います。 

 そこで最初にお尋ねいたしますが、就学支援金制度については、各中学校を通し、

高校で予定されている制度の内容や手続きなどについて、事前に教育委員会から各中

学校へ丁寧な指導を行う必要があると考えますが、現時点での取り組みの状況はどの

ようになっているのでしょうか、お尋ねいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  おはようございます。 

 それでは、お答えいたします。 

 平成２６年度の本町の中学校卒業生は、奨学金、支援金とは少し違うかもしれませ

んけども、奨学金を４６人が受けておりまして、ほとんどが福岡県高等学校奨学金と

なっております。今年は、現在２２人が申し込みをしているところです。 

 保護者への説明でございますが、５月の保護者合同進路説明会で、全員に奨学金の

一般的な説明を行い、さらに７月に保護者を含む面談で、対象者に種類や手続き等の

具体的な説明をしたのち、８月末に申し込み締め切りを設定しています。 

 教育委員会といたしましては、奨学金並びに高等学校就学支援金の手続きに遺漏の

内容に、懇切丁寧に説明するように指導しております。 

 ちなみに高等学校等就学支援金という、これは県が作っているパンフレットだと思

うんですけれども、こういうものに基づいて説明しているところでございます。 

 以上、終わります。 

 議  長  深野議員 

 深野議員  課長の答弁で、指導しているということは分かりますが、文部科学省が作成した中

学校の保護者用向けのチラシを見ましたが、文章が読み慣れた人でも、様々な申請手

続きに慣れた人でも、その文部科学省のチラシは分かりにくいという感想をですね、

持ってらっしゃる方々がたくさんおられましたし、県の担当者、中学校の先生もそう

おっしゃっておりました。 

 部落解放同盟福岡県連合会や福岡県人権・同和教育研究協議会、また朝倉地区進路

保障協議会をはじめ、県内のいくつかの同和教育研究団体も、保護者向けの独自の分

かりやすいチラシや資料を作成、配布し、その周知に努力をしていただいております

が、まだまだ厳しい実態があります。 

 この制度は、今年も新たに高校１年生になる家庭の８割程度が、８割程度の家庭が

対象になり、多くの保護者が申請すると思われます。 

 行政としても実態把握と細やかな、そして丁寧な取り組みが必要だと痛感をしてい

ます。 

 そこで歳出もさせていただきますが、１つ目は書類の問題です。 

 この制度では、市町村民税所得割額が３０４，２００円以下の世帯が対象になりま

す。申請をするには、申請書と所得を証明するものが必要です。 

 例えばその申請者の中に、保護者が１人の場合、または親権者、もしくは未成年後

見人の一部に、別紙に該当する保護者がいる場合という表現の箇所があり、その理由

を書かなければなりません。 

 この文章の理解もさることながら、別紙に書いてある該当項目も素人では理解でき

ないような文章です。私にもわかりません。高校に入って間もない、初めて目にする

保護者が戸惑うのは当然だと思います。 

 中学校段階で事前にどのような書類が配られているのかが分かっていれば、また制
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度の内容について説明があれば、疑問点や理解できないところを、担任や進路の先生

に気軽く尋ねられるのではないかと思います。 

 県や国から資料が来るのを待つのではなく、今度高校で配布される予定の記入例を

付けた申請書類を、事前に中学校に配布するよう県の教育委員会に求めたり、また町

として中学校と相談をしながら、独自の分かりやすい資料や筑前町独自の奨学金ガイ

ドブックを作成し提供したりするなど、分かりやすい説明をするために工夫を、ぜひ、

していただきたいと思います。 

 また、奨学金ガイドブックは複雑化している就学支援の制度に加えて、高校での費

用がどのくらいかかるのか、公立、私立で金額は違ってくるかと思いますが、具体例

として、おおよそ公立高校では何十万かかります。私立ではおおよそこのくらいの金

額がかかりますと、保護者に中学校に上がった段階で配布をすれば、保護者も子ども

を高校に進学させるためには、これだけの費用が必要と意識づけになると思います。 

 ぜひ、教育委員会でも検討して、保護者が悩まないように、奨学金ガイドブックの

作成をしたらどうかと思います。 

 ２つ目は、証明書の交付の問題です。 

 申請するには課税証明書が必要になります。前々年殿課税証明書を役場で取らなけ

ればなりません。もちろんその費用の負担を軽減するために、６月に送られてきてい

る税額決定通知書及び納税通知書のコピーも認められています。 

 しかし、一体どれほどの家庭が、その税額決定通知書及び納税通知書を保管してい

るのでしょうか。 

 例えば、４月から小学３年生になる子どもがいる家庭に、来年中学３年生になるお

子さんがいる家庭は、今年６月頃送られてくる税額決定通知書及び納税通知書は、お

子さんが高校に入学してから必要になりますので、大切に保管をしてくださいという

ことを中学校から周知をしておく、または役場から郵送されるときに、そのようなメ

モを同封しておくなど配慮をすれば、そのときになって慌てる必要はなく、保護者に

安心を提供できるのではないかと思います。 

 さらには、課税証明書を取らなければならない場合、ただでさえ年度初めは税務課

の職員の方は、その作業で多忙になる時期でございますから、窓口で丁寧な説明がで

きる余裕がないかもしれません。 

 そのことを想定して、福岡市をはじめ県内のいくつかの自治体は、高等学校等就学

支援金申請用と書いた専用の交付申請書を作成して、中学校に配布をしています。 

 これに書いて窓口に出せば、何の説明の必要もなく、交付をしてくれるというシス

テムを作っています。 

 このようなことも保護者への安心材料になるのではないかと思います。 

 来年度に向けまして、このような方策を検討していただきたいと思いますので、そ

の考えについてお聞きいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  現場の詳しい内容を、私、把握しておりません。申し訳ありませんけども、そうい

うことで、現時点での考え方を申し上げたいと思います。 

 議員ご質問の、新たなガイドブックの作成についてでございます。 

 高等学校就学支援金をはじめ各奨学金制度につきましては、それぞれにガイドブッ

クがあり、各中学校から意見を聴取いたしましたところ、これ以上の作成はどうかと、

また、たくさん作ることが複雑多様化することになり、現状で十分であるという回答

であるというから、現段階では新たなガイドブックの作成は考えておりません。 

 しかしながら議員ご指摘の、内容の分かりにくさ等につきましては、担当の先生と

も協議も必要かなというふうに考えております。 

 しかしながら、多くのガイドブックを作ることは、かえって混乱を招く場合もあり
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ます。嘘の、間違ったガイドブックを作ると大変なことになるという、変な危惧もし

ているところでございます。 

 ２つ目の質問での、証明書の件でございますけども、証明書を発行する税務課との

協議も必要かとも思いますけれども、納税通知書の中にすべての住民の方に、その内

容を同封することは困難であると思います。また、それは必要ないと思います。 

 今、議員ご指摘の中学校に対する保護者への通知と言いますか、そういったものが、

非常に便利であればですね、考えたいと考えております。 

 また、他の自治体のですね、そういうものがあれば情報を収集し、もし議員がお持

ちであれば、その資料をいただければと思います。以上でございます。 

 議  長  深野議員 

 深野議員  今、課長の答弁で、ガイドブックの件もですね、複雑化しているのは分かります。 

 ただ、奨学金制度自体がですね、今、本当に保護者が、どの奨学金を活用すればい

いのかということで、もう複雑化しているので、そのガイドブックの作成についても、

もう１度検討していただきたいと思いますし、その証明書の問題についても、窓口と

対応して、中学校からの周知がいいかと思います。 

 そういったシステムのことも研究していただいて、ぜひ検討していただきたいと思

います。 

 私は、この社会のですね、未来を担う子どもたちが授業料の滞納など、経済的理由

でですね、高校進学、就学を断念することがないよう、ぜひですね、先ほどの問題の

検討をお願いしておきたいと思います。 

 それでは、続いて、質問項目の３のですね、福岡県教育文化奨学財団の奨学金制度

の、対応されなかった子どもたちについて質問をいたします。 

 現在の福岡県教育文化奨学財団の奨学金は、生活保護基準の２．４倍以下まで予約

募集をされております。 

 昨年度も朝倉地区で１３２名が申請をしていますが、県も財政難で、現実的には１

１４名の採用しかなく、１８名が奨学金が借りれないという状況がありました。 

 そこで困るのは、以前は生活保護基準の２．４倍まで予約募集をして、ほとんどの

子どもたちが対応をされていました。しかし、近年は奨学金の対応者も増加して、２．

４以下の基準を満たしているにもかかわらず、奨学金が対応できないで困難を抱えて

いる家庭が出ているという現状があります。 

 また、高等学校等就学支援金については、福岡県奨学給付金制度が昨年の７月から

新設されました。これは、福岡県の事業として創設され、それに対し国が補助をする

という事業ですが、国の補助率が３分の１なので福岡県でも財政的に厳しい中での創

設だったと思っています。 

 しかし、この創設後は、支給金が出るならば奨学金制度は不要ではないかという声

を聞きます。ところが、この支給金は修学旅行経費相当という考え方が基本になって

います。修学旅行費がこれまで賄えたとしても、この他にも教科書や教材費、課外費、

検定費、模擬試験料、通学に関わる経費などを払わなくてはなりません。これらの経

費が経済的に厳しい家庭の大きな負担になっているのが現状です。 

経済的に生活困窮者を支援するためには、現在の県の奨学金はもちろん、筑前町独

自の高校奨学金制度、奨学支援制度も縮小、後退することなく、維持することが必要

だと考えます。今後どのようにされていくのか、お尋ねいたします。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 学ぶ意欲と能力がありながら、経済的な理由により学業を断念することがないよう

に、国、県の奨学金制度に加えて、本町でも高等学校等奨学金制度を設けております。 
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 この制度は平成１７年度より始まり、これまで５７名の小学生へ貸付を行っており

ます。経済状況の変化に伴い、年々対応者数も増加しておりましたので、平成２６年

度より予算も増額をして対応をさせていただいております。  

 また、条例の支給基準に該当する方については、これまでも予算の枠内、予備費充

用等において、対応が取れている状況にございますので、現在拡充等については考え

ておりません。 

 なお、家計状況が急変した場合については、日本学生支援機構の緊急採用、応急採

用が制度としてございますので、その周知について勤めてまいりたいと、そのように

考えております。以上でございます。 

 議  長  深野議員 

 深野議員  町の奨学金制度ですね、があるのは私も知っています。 

 私はですね、子どもたちの支援のための奨学金は、様々な家庭状況を想定して対応

していかなければならないと思っています。 

 例えば高校でもですね、スポーツや文化活動とかで、練習試合とか講演や演奏会な

ど諸経費が必要な家庭もあると思います。そういった子どもたちがのびのびと活動で

きるための奨学金制度を創設するとか、現在の奨学金には所得制限があるかと思いま

す。その所得制限を、先ほど私が言ったような、スポーツとか文化的に本当にがんば

っている子どもたち、そういったところで費用はかかっている子どもたちの家庭に対

応するような奨学金制度をつくるとかいう工夫が必要と考えますが、教育委員会とし

てはどのように思いますか、お尋ねしたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  制度の拡充も含めてかと思いますけれども。 

 筑前町の現在の高等学校奨学金貸付制度につきましては、生活補助設定基準の１．

５倍という所得制限を大きく設けております。その中で運用しておりまして、今、教

育長が申しましたように、予算が足りなければ予備充用も行っているところでござい

ます。 

 なお、スポーツとかある分野でのことでございますけれども、他に民間の、町が事

務室をしております倉掛奨学会というのもございます。 

 この件につきましても、所得制限を詳しくまで設けておりませんので、そちらでの

対応もあろうかと考えております。 

 現時点での、そういう新しい制度についての考えは持ちません。以上です。 

 議  長  深野議員 

 深野議員  新たな制度は考えてないということですが、筑前町からですね、中学校を卒業して

高校に行って、本当にスポーツとかで、特にスポーツとか、一番僕は今までの子ども

たちの現状を見て思うんですが、スポーツとかでがんばってですね、やっぱり練習試

合とかいろいろな対抗試合とか、遠いところに行くのが多い家庭があるわけですよ

ね。 

 そういったところで、やはり自分ところが学校に通うだけの奨学金は借りなくてい

いけど、やっぱり諸々の諸経費がいるときに、やっぱりお金が必要だというような家

庭があるわけです。そういった家庭を見据えて、そういったところはですね、高校の

子どもたちの実態を見れば分かると思いますので、そういったところを見据えての奨

学金制度を創設するとかですね、今の奨学金制度に、そういったスポーツとか文化活

動でがんばっている子どもたちには、その所得制限を設けないとかですね、そういっ

たところを付け加えて、子どもたちが学校に本当に通えるような、奨学金制度を、僕

は作っていただきたいと思っています。 

 私は、子どもたちが、この人権が尊重された社会の１つのバロメーターは、やっぱ
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り子どもたちが夢や希望を持っていることだと、私は思っています。 

 子どもたちが学校に行けないのは終わりにしようと演説して、ノーベル平和賞最年

少受賞者のマララ・ユスフザイさんの言葉は、経済的や環境の違いはあるかもしませ

んが、子どもの貧困率の１６％のですね、日本にも当てはまるということを最後に訴

えさせていただいて、質問を終わらせていただきたいと思います。 

 議  長  これで、１番 深野良二議員の一般質問を終わります。 

 休  憩  

 議  長  ここで休憩します。 

 １０時３５分から再開します。 

（１０：２４） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

（１０：３５） 

 議  長   １１番 福本秀昭議員 

 福本議員  通告に従いまして、２点ほど、いじめ問題、次に通学合宿の２点について、順次質

問をさせていただきます。 

 まず、いじめ問題につきましては、昨年の議会において、いじめ事案の報告を受け

たわけです。わが町での学校においてのいじめ防止対策は、十分対応されているのか、

現時点のその実態について、お答えいただきたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  本町は、過去にたいへん辛く悲しい経験をしております。二度と起こしてはならな

いとの危機意識は、教育委員会と学校現場で共有しております。 

 いじめ問題の対応は、安心・安全を根幹とする学校教育にとっての最重要課題と捉

えております。教育委員会といたしましては、いじめ防止対策推進法に基づきながら、

筑前町いじめ対策基本方針を作成しているところです。  

 各小中学校でも本町の基本方針を踏まえ、いじめ防止基本方針を定め、それに則り

組織的に対応するとともに、日常の教育活動の中で居場所づくりや絆づくりに努めて

いるところでございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  今、課長からご答弁いただきました、いじめ基本方針という協議の機関を設けてあ

ろうかと思います。これの構成についてお答えいただきたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  町が設置しておりますいじめ対策委員会についてでございますけども、各学校長、

学校の担当者、ＰＴＡ、教育委員、それぞれの保護者代表者等でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  基本方針は、それぞれの団体から構成されての対策会議だというふうに認識いたし

たところです。 

 いじめによる児童生徒の自殺が後を絶たない現在、わが町も合併の、課長が申され

ておりましたように、１８年の１０月に悲しい出来事が発生いたしたわけです。 

 さらに今年にあたっては岩手県において、いじめによる、これははっきり判明した

形でいじめによる自殺ということで発生したわけですが。 

 いじめの根底には、やはり他人に対する思いやり、いたわりといった人権意識の希

薄さがあります。命の大切さを一人ひとりが考えたときに、二度と起こしてはならな

い、いじめをしない、させない、見逃さない、いじめを許さないと取り組みが平常時

から、日ごろからチェックが必要ではないかなというふうに思われます。いじめをな

くすためにも、お互いの人権意識を養っていくことが重要です。 



 8 

 平成２６年６月に、いじめ防止対策推進法が成立いたしたわけです。いじめが社会

で大きな問題となってから、３０年ほど経過いたしたわけです。これまで大勢の子ど

もたちが苦しみ追い詰められ、その結果自殺に追い込まれる子どもたちの悲報に、心

を痛めてきた方も多いかと思います。 

 教職員間で定期的に、いじめの問題で職員会議ですね、問題協議があっているのか、

協議されているとすれば、時間あるいはどういった内容で教職員の意識が高まってき

ておるものか、お答えいただきたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  各学校においては、いじめ対策委員会を隔週で開催し、協議した結果につきまして

は、毎月の職員会議において、全職員で供する会を図っているところであります。 

 協議内容は、１つに、集団づくり、体験活動等のいじめを生まない教育活動の推進、

２つに、定期的なアンケート調査や教育相談等によるいじめの早期発見による取り組

みの充実、３つに、通報、相談体制や教職員の対応能力育成研修等による早期対応と

継続的指導の充実、４つ目に、大人が子どもの悩みや相談を受け止められる地域、家

庭との積極的連携、５つに、警察、児童相談所、医療機関、法務局、こども未来セン

ター等の関係機関との密接な連携であります。 

 以上、５つのことを踏まえ、教職員のいじめ防止の意識を高めているところであり

ます。 

 さらに教育委員会といたしましては、大学教授、弁護士、警察、臨床心理士等の外

部専門家による委員会を設置し、各学校の事例研究会に専門的な立場からの指導、助

言を行っていくなど、教職員の適切な対応のあり方や危機意識の高揚に努めておると

ころでございます。以上です。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  子どもたちが日ごろ学校現場において、いわゆる子どもなりのＳＯＳ、そういった

ものを、問題があればですね、発信を、子どもからそういうサインが出ておるであろ

うというふうに思うわけです。 

 そういった事実をですね、やはり取り上げる。確かにいじめの一般論的な教育、専

門家あたりの指導のことを仰ぐということも大事なことでございますけれども、やは

り子どもたちが今どういうふうな状況にあるのかと、そしてその中で子どもたちが悩

み、またいじめ、そういったことがあれば、やはりそこに何と言いますか、やはり先

生たちの、教職員間の協議に、やはり予防的に早く取り上げると、そういうことも大

事だろうというふうに考えるわけです。 

 道徳教育あるいは人権学習等において、命の大切さを理解させる側面的な分野もあ

るだろうというふうに考えるわけです。 

 そういった中で、やはりいじめ防止対策をこれまで長年継続して取り組まれてきた

と思うわけですが、今後見直し、そういったことはあるのか、ないのか、お答えいた

だきたいと思います。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 新聞等で報道されているように、悲劇が繰り返される事態を大変深刻に受け止めて

おります。 

 いじめ防止につきましては、平成２６年３月に制定いたしました筑前町いじめ対策

基本方針をきちんと機能させ、その意図をすべての教職員の意識や行動の中まで浸透

させることがきわめて重要だろうと、そのように考えております。 

 このことからも新たな対策を追加するというよりも、実効性のある学校体制の構築

といった観点から、取り組みが形骸化しないように、常に見直しを図ってまいりたい
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と、そのように考えております。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  私が先に申しましたように、道徳教育とかあるいは人権学習等でですね、命の大切

さとか、そういうものを学ぶことがあるだろうというふうに、授業を通してですね、

学ぶところがあるだろうと思いますし、そういったことをですね、やはり専門会議と

は別にですね、やっぱそういう教育を通して、子どもたちに命の大切さを再認識させ

ると、そういったことも大事ではないかなということを考えるわけでございます。 

 学校だけに責任を負わせるわけではなくですね、やはり学校で起きたことと、また、

家庭は家庭としてですね、いろんな子どもからの変容と申しますか、子どもが日ごろ

の行動が違ってきたとか、そういったことでですね、やはり家庭が学校に対して、問

題があれば密に連絡を取りあって、予防的に早く対策を立てるとかですね、やっぱそ

ういった努力が必要だろうと思います。 

 ややもすると学校に押し付け的に責任を負わせようという、学校でできたことだか

ら、学校に責任を問われるということは、それは当然あるかもしれませんけれどもで

すね、やはり家庭と一体となった姿、そういったことで教育委員会としては、その点、

家庭と学校との関係についてですね、特段にこの問題について力を入れておられると

か、そういうことがあればお答えいただきたいと思います。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 いじめ防止対策推進法にも県並びに筑前町のいじめ対策基本方針にも、いじめは人

間として絶対に許されない行為であることなどを、家庭や地域で共有し、子どもの健

全育成という目標に向かって、学校、家庭、地域社会が、それぞれの役割を明確にし

ながら、一体となって子どもを育んでいくことの重要性が示されておるところであり

ます。 

 教育委員会といたしましては、いじめはどの学校でも、どの子にも起こり得るとい

う強い危機意識の下、学校やＰＴＡ、地域の関係団体等で組織したいじめ・不登校等

問題対策委員会を定期的に開催し、現状の把握や対策の検討を進めてまいっておりま

す。 

 また、各学校に設置しております学校運営協議会におきましても、子どもが安心し

て学校に通えるようにするため、熟議を通して子どもたちの実態の把握と学校のいじ

め防止対策への共通理解を深め、地域、保護者と一体となった効果的な方策と取り組

みが、現在も進めている、そういう状況でございます。 

 今後とも地域、保護者とですね、十分連携を取りながら、このいじめ問題につきま

しては、真摯に対応してまいりたい、そのように考えております。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  以前はですね、いじめを受ける側にも責任があるということを言われておった時期

があったと思います。 

 しかし、このいじめ防止対策推進法においてですね、やはりそこは間違っておると。

やはりいじめた側に責任があるんだと、そういうことを強くですね、最初のところで

ですね、しっかり謳ってあるわけです。 

 そういうことで、この社会構造の中で、やはりいじめが完全になくなるということ

は、ある意味無理なところもひょっとしたらあるかもしれませんけれども、やはりい

じめは起こしてはならない、いじめは絶対させないと、そういった教育委員会の方針

でですね、今後もその方向で取り組んでいただきたいなということをお願いして、次

の質問に移ります。 

 ２点目は、通学合宿について、質問をさせていただきます。 
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 通学合宿とは、子どもたちが親元を離れ、共同生活を通して、自分たちの力で生活

体験することで、助け合う心、育むことを目的とし、取り組みも長期化しつつ、意識

もそれなりに高まっていると思われるわけです。 

 参考まで、福岡県もこの通学合宿の推進を図られておるわけですし、取り組んでお

る割合は８０％以上を越えておるということでございます。 

 そこで、事業の実態及び通学合宿支援に対する予算等も分かればお答えいただきた

いと思います。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 通学合宿につきましては、協同宿泊生活や体験活動を通じて友達との友情を深めて

いくとともに、責任感を身に付け基本的生活習慣を学ぶということを目的に実施をさ

せていただいております。 

 通学合宿の歴史は長く、旧夜須町では平成７年度から旧三輪町では平成１０年度か

ら実施をされております。 

 合併後につきましてもこの取り組みにつきましては継続をされ、めくばーるやコス

モスプラザでの開催を経て、平成２２年度からは小学校区ごとに分かれ、各区の自治

公民館を使用して実施をしてまいりました。 

 また、平成２６年度からはより地域に密着した通学合宿の開催を目指して、各小学

校区に３区が合同し、自治公民館主催の通学合宿を取り組んでまいりました。 

 具体的には、三輪小学校校区、中牟田小学校校区、東小田小学校校区での開催を目

標に各区関係者を交えた実行委員会の結成や協議を行ってまいりましたけれども、結

果的には平成２６年度につきましては、三輪小学校校区内の依井、弥永、大塚、３区

合同による通学合宿のみの開催となったところでございます。 

 平成２７年度につきましては、昨年度の反省を踏まえ、昨年以上に保護者や子ども

たちへの説明、小学校との連携したＰＲ活動を実施しているところでございます。 

 現状では、三輪小学校区内での依井、弥永、大塚の３区合同による、昨年に続いて

の通学合宿につきましては、９月下旬の開催予定で準備を進めさせていただいている

ところでございます。 

 東小田小学校につきましては、実行委員会を発足をし、現在参加者募集を行ってお

りますけれども、応募状況が非常に厳しい、少ない状況でございます。 

 また、中牟田小学校区につきましては、９月上旬に実行委員会が発足をし、今後募

集と準備等々を行う予定にしておるところでございます。 

 それから予算等でございますけれども、町の一般会計からの支出は、平成２６年度、

２７年度も計上しておりません。参加者からの参加費１人当たり４千円、それから、

ナガノ青少年育成基金財団から、毎回補助をいただいておりまして、ナガノ青少年ア

ンビシャス助成金として、１人当たり３千円助成をいただいております。計７千円で

ですね、運営をさせていただいておりますし、２６年度の三輪校区の実績から申しま

すと、７千円でございましたけれども、約半分しか実際はですね、かかっておりませ

んので、残った部分につきましては、参加者への返金をさせていただいているところ

でございます。以上です。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  これまで長い間この事業を推進して来られて、２６年度から各地域に主体的にやっ

ていただくということで、その方針が変わったわけですが、途端に、何か少し、地域

では担えない問題点もあっただろうというふうに察するわけです。 

 そこで次の質問で、今後の改善点は、これまで主催者側が十分計画の説明はされて

いると思いますが、他に問題点があったのかどうか、この点お答えいただきたいと思
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います。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 平成２６年度から地域主催ということで取り組みをさせていただきました。現実と

しては、やっぱりなかなか開催状況が厳しいところもございます。 

 地域主催での課題としては、１つは行事が増えることへの地域や保護者等の負担感

があるのではないかというふうに考えております。 

 これにつきましては先ほども申しましたように、保護者への説明会等々も実施をさ

せていただきながらですね、通学合宿の目的、そして必要性を理解をしてもらうしか

ないのかなという認識でございます。 

 それからもう１点、地元で主催ということに関して、この通学合宿時での事故やト

ラブルの発生に対する対応というところが、やっぱり課題として上がってきておりま

す。すべてを地元のほうにお任せするのではなくて、常に生涯学習課の担当スタッフ

が、この合宿時も常駐をさせていただきながら対応をさせていただいておりますの

で、その連携を強化をしていくということを訴えていくということ、それから何かあ

ったときにはですね、やっぱり保険等はきちんと加入させていただいておりますの

で、そういったものも説明をさせていただいております。 

 それから、先ほどの回答の中でもありました、少しお話をさせていただきましたけ

れども、参加者の確保が厳しい状況でございます。 

 平成２５年度までは各校区、全区募集の対象とさせていただいておりましたけれど

も、２６年度からは対象の３区の中の小学生に限定をさせて、募集をさせていただき

ました。３区内に限定をしているということもですね、なかなか参加者が集まらない

状況なのかなということもありますので、この部分につきましては、実行委員会等で

協議をさせていただきながら、検討課題として、２７年度の事業の方針を協議をして

まいりたいというふうに思っております。以上です。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  この通学合宿につきましては、たいへん実施した後でもですね、非常に喜ばれてお

る。学ぶところは非常に、集団生活を通して学ぶところが多いと、そういったアンケ

ートの結果もはっきり出ておるわけです。 

 私もこの通学合宿にですね、顔出しをして参加させていただくわけですが、非常に

宿泊、寝泊りをしてもらいをしながら、非常に子どもたちは学校内とは別に、解放さ

れた雰囲気の中でですね、子どもなりに喜んで、楽しんでの内容であったと思ってお

ります。 

 今申し上げましたように、アンケートでも協調性が身に付きます。あるいは自分の

ことは自分でやる自主性が身に付きます。やり遂げることで、自己肯定感が高まりま

す。親や地域への感謝の心が育ちます。  

 保護者は、子どもは大切なかけがえのない存在にあることに改めて気づかされま

す。地域においては、子どもたちと地域の絆が深まりました。地域の子どもは地域で

育てる意識が高まってくるんだというとで、通学合宿という日常生活に関わる活動を

自分自身で体験するとこにより、子どもたちにこれをやってみようという積極性や行

動力が培われるなど、実践力について成果が表れています。 

 また、事業後のアンケートにおいても、自分のことは自分でやる、できることから

手伝うことを心掛けるようになったという感想が多く見られました。子ども自身も変

容に感じていることではないかなということです。 

 全国的には、通学合宿は、非常にこれだけ成果が上がって、今後もやはり推進を続

けていくと、そういった方針であるようでございます。 
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 今、課長から問題点をご指摘いただきましたけれども、地域で子どもたちがすごす

時間は、十分あるにもかかわらず、この通学合宿が少し陰りが見えておるということ

はですね、原因も分かってあるようでございますので、ぜひ、これを乗り越えて、私

は子どもたちに集団生活で学ぶことに、さらにですね、子どもたちの自立、そういう

方向にですね、今一度支援をしていただきたいということをお願いいたしまして、私

の質問を終わります。 

 議  長  これで、１１番 福本秀昭議員の一般質問を終わります。 

 続けて一般質問を行いたいと思います。 

 それでは、１０番 川上康男議員。 

川上議員 

 川上議員  通告に基づきまして、ファーマーズマーケットみなみの里管理運営について、質問

をさせていただきます。 

 その前に、ファーマーズマーケットみなみの里がですね、平成２１年４月にオープ

ンをして６年目を迎えておるわけでございます。 

 平成２０年６月にですね、企画政策が策定されました計画書、それから７月に開催

されております出荷者組合の総会、この資料は頂いておったわけですが、それを見て

みますとですね、平成２１年４月から１年間実績を見たわけですが、計画が３億４，

２００万に対しまして３億２，３００万ということで、ほとんど目標に近い数字を、

実績を上げられております。 

 それから２１年の４月オープンしてですね、当初３カ年間の売り上げ目標は３億

８，４００万と、それから５年後以降目標についてはですね、５億６００万から５億

６，０００万というような形でありまして、今年の６月にいただきましたみなみの里

の決算報告書によればですね、２６年度の売上は６億１，０００万というような形で

ございまして、本当に計画どおりと言いますか、順調に、着実に伸びているというこ

とであります。 

 これは、出荷者、スタッフ、それから地元地域の方々がですね、支えがあって実績

が伸びでいるということに関しましては、感謝を申し上げたいということで考えてお

ります。ただ、公設、民設を問わず、直売所は弱肉強食時代を迎え、過当競争に陥っ

ております。 

 実は私の妹夫婦が筑紫野市の阿志岐におりますが、もう妹夫婦がここに来まして、

地元の阿志岐地区ですね、大型の直売所が来年秋にオープンするということを聞きま

した。 

 私もそれを聞いてびっくりしたわけですが、小郡市のほうでも計画のあるようなこ

とも聞いております。そのようなことで、どのような実態をつかんでおられるのか、

まず質問をいたします。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 まず、この直売所がですね、どのような形でそれぞれの自治体が取り組むべきかと

いう基本的な考え方があろうかと思います。 

 私は基本的に１自治体、１つのマーケット、直売所は必要だと考えております。 

 どこの市町村にもスーパーがあるように、どこの市町村でも私は直売所があるべき

だと、そして地産地消を進めるべきだと。そこに農がある限り、その農を紹介する場

所、そしてそれを受益する住民のためにも直売所は必要だと考えております。 

 したがいまして、筑紫野のほうにも、またうちの町境のほうにもですね、いろんな

うわさは聞きますけれども、インターネット等で調べる範囲でしか情報も知り得てお

りませんし、また、知る必要もないのではなかろうかと、そのように考えております。 
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 むしろ山麓線が開通いたしまして、こういった食のゾーンができることとすれば、

むしろ好ましく、いろんなそういった施設が、路線にできつつあることはですね、む

しろ切磋琢磨していく、あるいは多くの都市住民が目を向けてもらう、そういった意

味合いからも必要だと考えております。 

 それこそみなみの里を立ち上げるまでに１０年かかりましたし、立ち上がって今６

年でございます。その１０年の調査期間の中にはですね、様々に三連水車、あるいは

バサロ等がですね、本当に近接地にあるのに支障をきたすのではなかろうかと、いろ

んな意見をいただいたところでありますけれども、そこはまだなかなか予測はしがた

かったんですけれども、結果的にはそれぞれが相乗効果と言いますか、売り上げはと

もに伸びていると。 

 今、朝倉管内、ＪＡあさくら管内の大型直売所における売上額は約２４億円までに

至っております。これは１つの隙間産業ではなくて、１つの産業だと位置付けるまで

になったのではなかろうかと、そのように考えております。 

 だから私どもといたしましては、ぜひそれぞれの地域にこういった直売所はつくる

べきだと、そして切磋琢磨すべきだと、そのように考えます。以上でございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今、町長から言われたとおりだと思いますが、私も心配性かもしれませんが、糸島

市がですね、私もちょこちょこ行っておりました福ふくの里、観光をした帰りにはい

つもお土産を買って帰って来てたんですが。ＪＡの直売所伊都菜彩ができたためにで

すね、今現在は閑古鳥が鳴きよるというようなことまで、私は見てきました。 

 そのようにはならないとは思うんですがですね、やはり来年は秋にオープンされる

のが、建坪が４００坪ということでありまして、このみなみの里が４３０㎡でござい

ますので、３倍以上の大型店舗で生鮮産品を置いて実施していくということでござい

ます。 

 また７月の１０日には出荷者説明会があっておるようでございますが、その中でも

９０人の方がその話を聞きに来られたというようなことも聞いておりますし、無農薬

栽培で２０名の方がグループ組んで作ってある方たちをですね、会社のほうとしては

もう大歓迎しますよと、そういうものがあって差別化するほうがマーケットのために

なりますというようなこともありましてですね、非常に関心を持っておられるようで

ございますので、私のほうも本当にそこら辺が心配をしておったわけでございます。 

 また、出荷者の手数料も調べてきたわけですが、地元の方は１２％と、地区外が１

５％というような形でですね、やはりそこの店舗の魅力化と言いますか、がんばって

いただくための、やっぱ努力もしていくような感じでございますので、ぜひ、うちの

ほうもですね、取り組みを考えていただかなければならないのかなというようなこと

を考えるわけでございます。 

 そういった中でですね、出荷者の方からいろいろ聞いた中で、まず私が心配してお

りましたのは、非常に高齢化が進んできていますと、今後５年間を経過すればですね、

出荷者が減少するんじゃないかなというようなことを、ちょっと話を聞きました。 

 そういった中で、今現在ですね、現在の会員数それから年齢構成、また、実質の出

荷されておられる方は何名おられるのか、お尋ねいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 みなみの里からの報告によりますと、現在出荷者数が３７９名でございます。 

 その内年齢が分かる分の構成につきましては、４０代以下が５７名、５０代５６名、

６０代１３７名、７０歳代７６名、８０歳代以上２７名ということで、平均年齢が６

２歳となっておるところで、現在、実際の出荷者数、本当に出荷をしていただいてお
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る分の人数につきましては、３２１名との報告を受けておるところでございます。以

上です。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  ちょっと心配、お話聞いたのとちょっと違うかなと。安心いたしました。 

 ４０代、５０代がですね、１００名以上おられるということでありまして、今平均

年齢が、報告によれば６２歳ということであればですね、心配要らないのかなという

ことは考えます。 

 ただ、以前ですね、みなみの里だけじゃなくて、他の直売所に出荷される方に対し

て、今までは簡易ハウスと言いますか、出荷されたとの補助と言いますか、されてお

ったと思います。 

 今現在どのようにされておるのか、また、今後そのような対策を、今後出荷者を増

やすための対策、何か考えておられるのか、お尋ねいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 出荷者に対しましての簡易ハウスの補助につきましては、そったく基金を活用いた

しまして、平成２５年度までできたところでございます。 

 現在行ってはおりませんけれど、このあと農家のご意向などを聞きながら、ぜひと

もというご希望があれば、町のほうで検討はさせていただきたいと考えておるところ

でございます。以上です。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  この間いただいた決算書によりますと、計画書ですか、見ていたんですが、高齢者

の方なり農繁期には、農産物等を引き取りに行くというようなことまで、対策として

考えておられました。たいへん良いことだとは思います。 

 また、出荷者の方にですね、もちろん高齢者の方々にはですね、今申しますように、

ちょっとそこら辺で変化を付けるというか、出荷手数料が１５％、これを今のたとえ

じゃないですが、今度できる大型直売所は１２％と聞いておりますので、高齢者の８

０歳には１２％に下げていくとかいうような対策もですね、必要じゃないかなと。 

 また、今、２５年度までそったく基金で事業をされておったようですが、ぜひ高齢

者を問わず、また、多くの方々がですね、出荷していただいて、３００数十名から４

００名、４５０名になるような、１つの出荷者を増やすための対策をですね、ぜひ私

こちらお願いしたいと思います。 

 それでは、次の３番目のですね、部門別採算性の現状と今後の対策についてという

ことで、お伺いをいたしますが。 

 みなみの里の売上につきましては、ほんと毎年着実に売り上げは増加いたしており

ます。２１年度を１００とすればですね、２６年度は５億１，０００万で１５７％と

いうことで、非常に伸びておるわけでございますが。その反面当期利益ですね、利益

につきましては、開店当初から２６年度決算まで、すべてが事業利益について、部分

については赤字でございます。それを補うためにと言いますか、営業外収益によって

賄っておるのが現状です。 

 ２０年６月に策定されました計画書によるとですね、そこには各部門の利益率まで

ちゃんと目標を計画されておりました。直売所が１６％、レストランが６１％、加工

施設が６３％で計画をされております。 

 １年目はですね、２１年度だけは減価償却費として操業費、開業費を１年目に一括

償還するためにですね、営業利益が１２０万の赤字としています。その赤字をですね、

営業外利益で賄い、５０万の利益が出るような計画を策定されておりました。 

 今申しますように、これがですね、６年間その現状が続いておるわけでございます
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が、この利益率の現状、どのようになっておるのか、計画通り確保されておるのか、

確保できていないのならば、何か対策を考えておられるのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 営業率の関係でございます。 

 まず、直売所につきましては、ご案内のとおり直売所につきましては、受託手数料

という形で町内１５％、町外１７％ということで、押しなべて予定どおりと、数字に

なっておるところでございます。 

 それから、加工所、その他飲食関係でございます。利益率につきまして、約６０％

という当初の計画をさせていただいておったところでございます。 

 これにつきましては、通常一般企業につきましては、減価償却率等々の内容により

まして、これだけの利益率がなければもう運営が成り立たないと、そういう現状でご

ざいましたけど、当みなみの里につきましては、農業振興それから雇用の確保という

ことで、利益率を落として、それでもなおかつ赤字を出さない程度ということで、運

営をさせていただいておるところでございます。 

 報告によりますと、現時点での飲食関係、それから加工所関係につきましては、約

２０％の利益率という形で、運営をしておるとの報告を受けておるところでございま

す。以上です。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  先ほども少し言いましたがですね、ちょっと私も計画当初から２６年度までの実績

なり計画を作ってみてみたんですが。 

 直売所ですね、２１年度が２億２，３００万です。これが２６年度は３億４，８０

０万というような形で、１５６％の伸びになっております。 

 レストランなんですが、レストランが２，９２０万。これが２６年度が７，９００

万というような形でですね、２７１％の実績でございます。 

 加工所におきましても、２１年度の実績は４，０００万だったんですが、２６年度

が６，９７０万と、１７４％の売上高ということで、本当に売り上げの実績的には非

常に伸びておるわけです。 

 今申された報告によりますと、２０％の利益率ということであれば、そこに４０％

の差があるわけですね。それでやっぱりこの経営が成り立つのかなと、私も心配をし

ます。 

 これだけの売り上げが出て、これだけあるのに、やはり今申しますように、２６年

度まで事業利益は赤字と、事業外利益で収益が保たれているということであれば、そ

こに何らかの改善策が、私は必要かと思います。 

 何が原因かということであれば、やっぱ利益率の見込みが甘かったのかなというこ

とは、当然ここで分かったわけですが。 

 もう１つ、何と言いますか、ロスが発生はしてないのかなと思うわけです。 

 特に加工所とかレストランにおきましては、お客様のみえる人数によってですね、

食材を準備するわけでございまして、それがたまたま１００人分用意してあったの

が、雨が降って５０人ぐらいしかみえなかったとかになれば、そこではもう値下げす

るか、廃棄するかしかできないわけでございますので、そういうことも非常にやはり

対策としては、たいへん難しいわけですが、考えていかなくちゃならないのかなと。 

 もう１つは、仕事がまだないからよそに、外注に出そうとか、そういうことはない

と思いますけど、そういうのが出てくればですね、外注費用がかかってくれば、もち

ろん手数料は下がってくるというふうなことが出てくるわけでございますので、そこ

ら辺をもう少し調査していただいて、やはり今申しますように、ぜひ、この事業利益
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でですね、黒字が出るような方策というのを、ぜひ考えていただきたいというふうに

思うわけでございます。 

 今申しましたように、レストランそれから加工所がですね、何か顕著に表れておる

わけでございまして、私はこの加工所なりですね、レストランのですね、やはり伸ば

していく必要があるのではないかというふうなことを考えておるわけでございます。 

 そこでまた１つお尋ねしますが、レストラン事業についてお伺いしますが。 

 今、営業時間等、１日平均何人食事にお見えになっておるのか、分かれば教えてく

ださい。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 まず、レストランの営業時間でございます。 

 営業時間につきましては、午前１１時から午後３時、１５時までの営業時間となっ

ておるところでございます。 

 現在１日平均のお客様人数につきましては、平日が約１５０名、それから土日・祝

日につきましては、約３００名でございます。 

 ただしこの数字につきましては、レジ通過者でございまして、お子さんをお連れに

なって、親御さんがお払いになった場合は１カウントでございますので、実際の利用

はまだ相当多いような人数でございます。以上です。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今のお話を聞くと、やはり１人じゃ、おみえになる方は結構少ないと思いますから

ね、倍以上はおみえになっているのかなと、私も判断はします。 

 そのですね、やはり人気の高いレストランの営業時間、今お聞きしますと、１１時

から３時までということなんですが、これをもう少し、できたら閉店までぐらいして

いただければですね、そのお客さんが、また直売所へ足を運ぶということは当然あろ

うかと思います。 

 そういうことで、できたらもう少しがんばっていただいて、その営業時間を延長し

ていただいたらどうかなというのが１点と、もう１つは弁当です。 

 非常にみなみの里の弁当、非常に人気がございます。私たちの集落でも結構取って

おりますし、いろんなところに配達されておると思いますが。 

 道の駅バサロですかね、あそこがですね、確か朝倉街道の西鉄ストア、それからも

う１つがゆめタウンに弁当を納めておるということを聞きました。やはりもう外販確

保ということでですね、やはりあれだけ忙しい中に地元のバサロの弁当を宣伝したよ

うな形でしょうけど、がんばっておられるようです。新しく弁当を作るための施設も

しておられますし、確かに時間的なものもあるかもしれませんが、やはりみなみの里

を宣伝するためにも、そういう対策も私は必要ではないかなと思うんですが、何か考

えはお持ちでしょうか。お尋ねいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 今、議員ご指摘の営業時間の延長、それから弁当関係の拡大でございます。 

 課のほうとの協議の中で、そういうご希望もいろいろあっておりました。こちらか

らも状況を伝えておるところでございますが、いかんせんやはり雇用、従業員ですね、

そちらの方が夜遅くまで時間外、あるいは早朝まで勤務をされておるということで、

今正直申しまして手一杯の状況でございます。なかなかレストランのほうもできない

という報告を受けておるところでございます。 

 また、弁当関係につきましても、今後月１回定例会議なども行っておりますので、

そのようなご指摘があったということは、添えさせていただきたいと考えておるとこ
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ろでございます。以上です。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  人件費のことについてはふれてなかったんですが、当初ですね、建設にあたっての

人件費の計画なんですが、人件費をですね、正職員とパートさん含めて３１名で、４，

３００万計画してあったわけですね。 

 これが２６年の人件費実績を見てみますと４，３９２万です。９０万しかですね、

増えてないわけです。この５、６年でですね。 

 当初の計画からいけばですよ、２１年度は３，６００万程度なんですが、今現在で

は、当初計画と比べてそんなに差はないということです。 

 ということは、それだけ努力はされておるのかなと、私は思いますが。 

 確かに今のパートさんなりががんばっておられることは理解します。であれば、雇

用をもうちょっとがんばって、雇用を創出してやっていく方法も、私はあるのかなと

いうふうに考えるわけですね。 

 今の方たちに、それをがんばってくださいじゃちょっと無理だと思うんですよ。で

すけど、あとパートさんを何人かでも雇って、そういう販路確保は私はできるんじゃ

ないかなと、いうようなことは思うわけです。 

 ここで、回答はなくて結構なんですが、ぜひ、そういうことも含めてですね、やは

り検討していただいたらなというようなことを考えております。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 野生鳥獣肉、ジビエですね、処理加工施設の必要性について、お尋ねをいたします。 

 本町の中山間地域においては、イノシシを中心に鹿、猿、ハクビシン、アライグマ

等のですね、被害が大幅に増大していると聞き及んでおります。 

 現在は、農家個人による電気柵の設置や猟友会による捕獲活動で、被害対策を講じ

てあるのが現状であると思います。 

 そこでまずお尋ねをいたしますが、猟友会会員の方は何名おられるのか、銃、箱ワ

ナで年間どの程度捕獲され、その捕獲した鳥獣肉はどのように処理をされ、どのよう

に流通しているのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 有害鳥獣の担当部署ということでお答えをさせていただきます。 

 まず、議員ご質問の猟友会の人数関係でございますが、猟友会の人数については把

握をしておりません。 

 ただし、有害鳥獣駆除員として報告をさせていただきます。 

 現在、イノシシ、鹿の、いわゆる銃関係の駆除員の方が１１名、捕獲箱、ワナ関係

も同じく１１名でございます。 

 参考に鳥類、主にカラスでございます。そちらのほうにつきましては、銃関係で１

６名、捕獲箱について２名ということでございます。 

 ただし、これにつきましては、銃それから箱、両方駆除員としての登録してある方

がいらっしゃいますので、重複の数字がございます。 

 それから、捕獲頭数の実績でございます。 

 平成２５年度につきましては、イノシシの銃で１７頭、捕獲箱で６９頭の、合計８

６頭でございます。 

 それから鹿について、銃のほうで１１頭、捕獲箱は０でございました。合計の１１

頭でございます。 

 平成２６年度、イノシシの銃で１０頭、それから捕獲箱で４４頭、合計５４頭です。 

 それから、鹿の銃で１頭、捕獲箱は０で、合計の１頭という形になっております。 
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 参考までに鳥関係でございますね、カラスにつきましては、平成２５年度で３２７

羽、平成２６年度につきましては、３２４羽でございました。以上です。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  すみません。後段の質問を忘れておりました。 

 後段の処理の方法につきましては、これは、狩猟法にも書いてありますように、狩

猟された駆除員のほうが、適正に自家消費並びに適正に管理、処分されておるところ

でございます。以上です。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今、捕獲数を伺ったわけでございますが、２５年度がイノシシが８６頭と、鹿が１

１頭、昨年が５４頭と１頭ということで、２６年度は少なかったようでございますが、

結構捕獲してあるんだなということは、認識をいたしております。 

 担当課長もご存じだと思うんですが、糸島市においてはですね、平成２３年度に捕

獲対象の強化と合わせて、捕獲獣の有効活用として、鳥獣被害防止総合支援事業、獣

肉処理加工施設を整備しておられます。 

 平成２４年度は８４頭のイノシシを処理し販売に繋がっているということでござ

います。 

 また２５年度からは、直売所伊都菜彩でも販売が開始され、県外でも購入されると

いうことで、地域の意欲向上に大いに繋がっているというふうに言われております。 

 本町もこの加工施設をですね、整備する時期に来ているのではないかと、私は思う

んですが、これを整備してですね、みなみの里で販売したり、どーんとかがし祭りで

試食販売したり、また町内のレストランで、飲食店で使ってもらえれば地域活性化に

繋がると思うんですが、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 野生鳥獣、いわゆるジビエの処理加工の関係でございます。 

 近年有害鳥獣対策に伴います、いわゆるジビエの精肉あるいはウインナーなどの加

工商品などが、販売されていることは新聞報道などで取り上げられて、私も承知して

おるところでございます。 

 現在、捕獲されたイノシシや鹿については、先ほど申しましたように、駆除員の方

が適正に処分・処理されているところでございますけれど、捕獲したイノシシ、鹿を

販売の関係で動かすためには、食品衛生法や福岡県の野生鳥獣食肉衛生管理ガイドラ

インというのがございます。これは、殺してから処理するまでの時間制限などもござ

いまして、また、加工処理施設などにつきましては、非常に厳しい基準がございます。 

 また、捕獲頭数がすべて商品化できるものではございません。中にはやはりちょっ

と病気気味のイノシシ、鹿などはもうこれは商品化などならないという形でございま

す。 

 それに加えまして、加工処理関係が終わった後の残渣につきましては、これはもう

産業廃棄物としての取り扱いになる場合がございまして、処分関係には非常に費用が

かさむといった問題もあるところでございます。 

 このような中で、幸いにして本町におきましては、町内に民間で処理加工業を営ん

でいらっしゃる方もいらっしゃいますし、また、単独自治体では非常に対応が難しい

ということであり、広域の有害鳥獣被害防止対策協議会というのがございます。久留

米から、この甘木朝倉近辺までは入りますけど、そちらにおきまして、関係市町村と

連携いたしまして、県への要望活動を進めておるところでございます。以上です。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  分かりましたがですね、町内におらっしゃるなら町内の方にお願いしてもいいんじ
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ゃないかということも思いますし、町単独で難しいのであればですね、今言います広

域的な考え方をということで、今言われましたが、やはり朝倉市、東峰村、筑前町、

山続きでございます。 

 ですから、できたらですね、その３市町村でも考えて、私はいいんじゃないかなと

いうふうに思うわけですね。 

 私はみなみの里に、１つの差別化商品としてですね、置くことも私はおもしろいん

じゃないかなと。 

 今申しますように、糸島市辺りでもこれを取り組んで、実質直売所に卸しておられ

るわけでございまして、難しいからできないというのだけでいいのかなと思うわけで

すね。 

 そこで町長、どのような考えをお持ちなのか、お尋ねいたします。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 まず町として、私は町長でございますので、町として考えますに、みなみの里の建

設は、約５億円程度をですね、想定いたしまして施設を整備いたしました。それが約

５億を超えて、今年は５億５、６千万になろうかとしております。 

 そういった中において、やはりかなりスペース的にも無理を生じてきてまいりまし

た。１つはかまどもですね、これだけ弁当が売れるとは想定しておりませんでしたの

で、やはりかまどの補修。あるいはパンとか豆腐とかやっておりますけれども、もっ

ともっと作れば売れるんです。 

 しかしながら、あの能力的に、施設能力としてはですね、これ限界なんです。 

 そういったことで、さらに上澄みを目指すとすればですね、さらなる改修が必要に

なるのではなかろうかと、いうのが１点です。 

 それとジビエの件でございますけれども、私どももこの辺で実際やっております添

田町に視察にまいりました。単独でやっております。山間地域のいろんな補助事業が

ありますので、見に行きましたけども、とても採算ベースに乗るもんじゃないなとい

うのが実感でございました。 

 だから、町単独では無理なんだということは、実感して帰ったところです。 

 こういった非常に厳しい内容のものをですね、いきなりみなみの里の会社にもって

いくのも、地域振興とはいえですね、採算性を考えながらやっていく会社としては、

なかなか厳しいんではなかろうかと思ったところでございます。 

 その分だけ応分に町が助成していけばいいんでしょうけども、なかなか株式会社

に、経常的な助成というのは好ましくないでしょうし、そういったところも考えると

ころでもございます。 

 ただ、言われますように、有害鳥獣対策というのは、町として対策が必要だという

認識であります。言われましたように広域の話も、朝倉地域でということで話はして

いますけれども、なかなか許可の問題、事業規模の問題、より東峰、朝倉等のほうが

深刻というふうに聞いておりますけれども、なかなかまだ、その採算面からですね、

非常に困難が生じると。 

 先ほど課長が説明いたしましたように、本町については、一事業者がそういった取

り組みをなされております。そのようなことももう少し勉強いたしましてですね、そ

ういったことについて、町のほうでもいくらか取り組みができればと、そのように考

えております。 

 本当に全国的な悩みでもございますので、いろいろ情報収集しながら取り組んでい

きたいと。日田のほうがしっかり考えておられるようでございますので、そちらの勉

強もしたいと思っております。以上です。 
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 議  長  川上議員 

 川上議員  すみません。私の通告が悪かったのではないかと思いますが、この件と次の件は、

町のとしての考え方を聞きたかったわけですね。 

 そして、それをして、その商品は今言いますように、みなみの里辺りに置いたらど

うかというふうな気持ちで、私は質問を通告しておったわけでございます。 

 確かに町単独ではですね、町長の答弁のように添田町ですか、たいへん厳しいでし

ょうし、私もそうではないかなということは判断いたします。 

 糸島市も３町が合併したときにですね、発足をしたということでございますので、

町の単独のときにはできなかったということは、この調べておった中では、そういう

ような状況だったと思います。 

 ということであれば、私の考えとしては、やはり東峰村なり朝倉市、この筑前町で

はですね、そんなに費用負担も、全部で考えていけばですね、そんなに費用はかから

ないのではないかなと。 

 全国的には１６０ぐらいしかできてないということまで、調べたらそのくらいにな

るんですが、やはり今後の１つの課題としてはですね、ぜひこれは取り組まなければ

ならない問題だと思いますので、ぜひ検討をお願いしたいと思います。 

 それでは最後にですね、アンテナショップの開設について、お尋ねをいたします。 

 ファーマーズマーケットみなみの里、大刀洗平和記念館の建設によって、交流人口

は１００万人とも、町長からよくお聞きをしております。 

 両施設を通して、さらに交流人口を増やす対策としては、メディアを通して本町は

宣伝活動を行っておられますし、その効果が上がっていることは、もう当然認識をい

たしております。 

 私はさらにですね、この交流人口、定住人口増加対策として、福岡市内にアンテナ

ショップを開設することが効果的と、私は考えるわけでございますが、その見解につ

いて、お尋ねをいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 実は先ほど議員さん申されましたように、私、ちょっとファーマーズマーケットみ

なみの里の担当部署として回答を考えておりましたので、ちょっと回答につきまし

て、差異があるかと思いますが、よろしくお願いしたいと思います。 

 自治体がアンテナショップを開設して、対外的にＰＲするということは、交流人口

増加対策の１つの施策として、非常に有効な方策であると考えておるところでござい

ます。 

 一般にアンテナショップにつきましては、自治体が開設して観光分野を含めて、農

産物、商工業などの特産品などを、町全体のＰＲのために設置されているところがほ

とんどでございます。 

 特に、現在みなみの里につきましてはご案内のとおりに、生鮮野菜を中心に展開を

しておるところでございまして、まだ現在、加工、特産品は少ないような状態でござ

います。 

 そのような中で、みなみの里として開設するのは、経営面から費用対効果を含めま

して、非常に苦しいのではなかろうかと考えておったところでございます。以上でご

ざいます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今申しましたが、これをですね、みなみの里で立ち上げなさいということは、当然

無理だと思います。 

 私は、考えは、やはり町が考えて、町が立ち上げてですね、みなみの里の特産物な
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り、それから農業団体、商工会と連携してですね、本町の農産物なり、それから商工

業の特産品、これを展示するとともにですね、やはりこのファーマーズマーケットみ

なみの里とか大刀洗平和記念館、これをやはりＰＲしていくと。 

 それを福岡のほうに開設するということであれば、もちろん家賃は高くなるでしょ

うし、設備費もかかります。人件費もかかります。 

 それだけ見ればですね、非常に採算ベースから見れば、たいへんな赤字になるのか

なということは思うんですが、その反面ですね、やはりそれで本町に興味を示してい

ただいて、その方たちが今言ったようなものを見に来たり、買いに来ていただければ

ですね、経済効果は非常に私は大きくなると思うわけですね。 

 それで、私としては、町としてひとつ福岡市内にアンテナショップを開設したらと

いうことを思っているわけですが、町長、どのように考えておられるのか、見解をお

尋ねいたします。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 宗像市が福岡空港にそういった開設いたしましてですね、ちょっと話を聞きます

と、やはり市長の思い入れで、そこに採算性は取れないけれども、やはり情報を発信

するんだということで、空港に直売所兼を開設しておられます。まさにやり方だなと

思っております。 

 それと先日会議の中で少し紹介をいたしましたけれども、本町もみなみの里が案外

多くの人に知っていただいて、ある大手流通業者からですね、ぜひ出店をしないかと

いう話が来たところでございます。 

 それについても我々も非常に考えたところでございます。町としてどうすべきかと

いうことでですね。それも１つのチャンスでありますし、売り上げを大幅に伸ばす契

機にもなろうかと思っております。 

 ただ、今の段階ではまだまだ、もっと体力が必要なんだなと思っております。やは

りもっと生産体制が充実しなければ、案外よそから仕入れた物を持って行くような、

スーパー方式になってしまったんじゃあ、本店が危うくなるという考えもございまし

て、今のところそれは控えさせていただこうということで、会社のほうで考えている

ようでございます。 

 アンテナショップということでございますけれども、私どもやっぱり何と言って

も、福岡大都市を意識しながら物事を展開するということは、極めて重要だと思って

おります。 

 今、ふるさと納税等は、やっぱり東京を向かなければなりませんけれども、やっぱ

り福岡というのがですね、必要だと。 

 ただ、考えますに、本当に他県の自治体あるいはＪＡ等がですね、本町周辺にアン

テナショップとして直売所をつくっているんですね。 

 そういった意味からすれば、他県からすれば、本町の地域性、福岡への近接性から

すれば、直売所的なアンテナショップ的な意味合いの土地柄でもあるということは言

えるだろうと思っております。 

 したがいまして、今、みなみの里等がある場所については、本当に他県からすれば

恵まれた土地にあるんだなということを実感するところでございます。 

 ただ言われますように、単なる物売りだけじゃなくてですね、町を売って行こうと

いうことになれば、１つ筑前だけではない、もうちょっと大きな組織が必要かなと思

うところでもございます。 

 観光協会もありますので、その辺のところはさらに研究していく必要があろうと。

単独ではなかなかこの経費をですね、賄うというのは、やがて行き詰まると思ってお

ります。そういったことで、何か良い方策、あるいは民活等があるのではなかろうか
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と思っております。 

 それとみなみの里の目的は、いわずと本当に地域振興でございますので、町といた

しましてはですね、どれだけ多くの方々が農家の所得の向上に寄与できたのか。 

 今、調査いたしますと、大体１００万以上の方が１８０名おられます。その方はほ

とんどですね、私は察するに国保会計だろうと思っております。そういった面からす

れば、国保会計の税収にですね、いくらかでも寄与しておられるんじゃなかろうかと

そのようにも考えます。 

 一番トップは、農家の方では８００万だそうでございます。そのように、今、国が

盛んに言っております地方創生、農協、農家の所得をどう向上させるのか、というと

ころにもっともっと視点を置きながら、町として推進していきたいと思っているとこ

ろでございます。 

 本当に他の自治体、他の直売所等は手数料率を引き上げております。しかしながら、

地域振興と言いう視点から見ればですね、精一杯の運営をしながら、精一杯の地域振

興を図っていくということに力点を置いた政策を、まちとしてもおねがいしていると

ころでございます。以上でございます。 

 議  長   川上議員 

 川上議員  町単独では非常に難しいかもしれませんが、商工会の事務局辺りも非常に関心を持

ってもらっておられますし、ノウハウもですね、持っておられます。 

 ぜひ、私は一緒に検討していっていいのではないかなと思いますし、やはりこの地

域創生におきます人口減少対策のためにも、やはりこのようなアンテナショップ通し

てですね、やはり町の魅力を引き出すということが、私は大事でなかろうかと考えて 

おるわけでございます。 

 この筑前町の観光ガイドブックでございますが、都会に一番近い田舎筑前町という

ようなことを書いておられます。 

 この筑前町を訪れていただきまして、自然とふれあい、そしてみなみの里、大刀洗

平和記念館を訪れ、筑前町の嗜好を味わっていただければ大きな経済効果が生まれま

す。交流人口が今後ですね、１５０万、２００万と増えていくためにもですね、私は

大事な施策だと考えておりますので、ぜひ前向きな検討をお願いいたしまして、私の

一般質問を終わります。 

 議  長  これで、１０番 川上議員の一般質問を終わります。 

 休  憩  

 議  長  ここで休憩します。 

 １時より再開します。 

（１１：５０） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 （１３：００） 

 議  長  ７番 石丸時次郎議員 

 石丸議員  通告に従い、順次質問をします。 

 幸か不幸か午後からの一番眠たい時間帯に一般質問をすることになりました。気合

を入れて質問したいと思います。よろしくお願いします。 

 さて、子どもたちにとっては、長いようで短かかった夏休みも終わりました。たく

さんの思い出を作れたのではないか、そのように思っています。 

 また。聞くところによりますと本町の子どもたちは、夏休み中大きな事故もなかっ

たということで喜んでいるところです。何はともあれ子どもたちが元気に２学期を迎

えられたことを喜び合いたいと思います。 
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 ところで、午前中の福本議員の一般質問で取り上げられていましたいじめ問題に関

わることですが、新聞報道によりますと、夏休み明けの９月は突出して子どもの自殺

が多いとのことです。 

 本町においては、現在のところ深刻ないじめ問題はないようですが、事は命に関わ

ることです。子どもたちが送る小さなサインも見逃さない、感度の高いアンテナを学

校中に張り巡らせていただきたいと、そのように思うところです。 

 それでは質問に入ります。 

 今回は、子どもたちの心身を育てる教育について、質問します。 

 まず１点目の、学校教育の一翼を担う食育についてです。 

 さて、食育の重要性について、食育基本法では次のように定義しています。 

 生きるうえでの基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべきもの。様々な

経験を通じて食に関する知識と職を選択する力を習得し、健全な食生活を実践するこ

とができる人間を育てることとあります。 

 本町におきましても、その重要性に鑑み、これまでもセンター方式から自校方式を

はじめ、給食調理場のドライ方式、町単による各校１名の栄養士配置等々、具体的に

食育推進のための施策を積極的に講じてきたところです。 

 まさしく教育の町を目指す本町ならではの教育関係の充実は、今日の地方創生の人

づくりを先取りした政策として評価できるものであると思っています。 

 ところでそのような中、昨年の４月から栄養士が廃止され、栄養教諭の２校兼務と

なりました。 

 ご承知のとおり、近年、食生活の乱れによる生活習慣病の増加や低年齢化が進み、

さらには食物アレルギーを持つ子どもが増えている状況から、私は平成２５年９月議

会において、栄養教諭の２校兼務ということで、子どもたちの食育指導、推進、食の

安全等々は確保できるのか、という質問をしました。 

 そのときの回答では、問題はないとのことでしたが、実際に栄養教諭の２校兼務と

なって１年半が経過する中で、学校教育の一翼を担う食育の推進に問題はないか、再

度お尋ねをします。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 議員ご質問につきましては、平成２５年９月定例会でお答えいたしておりますが、

栄養教諭の２校兼務による全校配置の趣旨は、食育に関する指導のさらなる充実を図

るとともに、食育における学校間の格差が生じないようにするためのものです。 

 現在各学校では学習指導要領に基づき、栄養教諭と学級担任が連携した食に関する

指導が効果的に実施されるよう年間指導計画が作成され、計画的に充実した内容の食

に関する指導が行われており、問題はないと考えております。 

 学校からも問題はないとの回答を得ております。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  前回お聞きしたときの回答と同じようですが、そこで、前回の質問の時点では、ま

だ２校兼務ではなかったわけですね。前回、私が２５年のときは。２６年の４月から

が２校兼務になったわけですから。 

 私が、まだなってない時点で、２校兼務にすることの危惧を感じたから質問をした

わけですね。そのときには、今言われたような回答であったわけです。 

 まだ２校兼務ではなかったわけですから、校長会等で意見聴取を行い、問題はない

だろうと、実際にやってないわけですからね、そういうことで昨年の４月から２校兼

務になったわけですね。 

 そこで実際に２校兼務になったわけですね。２６年の４月から。これまで１年半が
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経過しておるわけです。実際に２校兼務になったわけですから、その時点において問

題はないというふうに捉えているということですが。 

 じゃあ、それは実際にですね、現場の実態、そういうものを把握してのことでしょ

うかというのをお聞きしたいわけです。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 校長会におきましても、また、教育委員の定期の学校訪問の折におきましても、こ

の件についてはですね、学校側から聞き取りをいたしております。特に問題はない、

その回答は得ております。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  わかりました。 

 どうもですね、現場の生の声が届いていないのではないかと、私はそのように感じ

てますし、思っています。というのもですね、現場の声はそうじゃないからですね。 

 それでもっとですね、現場と教育委員会、あるいは校長でもそうですけれども、も

っと風通しが良くなるようなですね、そういう工夫をぜひしていただきたい、そのよ

うに思っています。よろしくお願いしときます。 

 では、次の質問事項に移ります。 

 前回、この件に関する質問において、栄養教諭と栄養士との違いの説明がなされま

した。 

 それによりますと、栄養教諭の職務の第一は食に関する指導であり、具体的には児

童生徒への個人的な相談、指導、それから児童生徒への教科、特別活動等における集

団指導、さらには食に関する教育指導の連携、調整とのことでした。 

 つまり栄養教諭は食育全体のコーディネーターであり、個別的な相談指導を行う指

導者でもあります。給食を生きた教材として、指導に活用できるよう努力し、保護者

や地域と連携して、子どもたちの管理能力を育てる。そのことが栄養教諭に求められ

ているのではないかと思っているところです。 

 そこでお聞きしたいのは、食育に関する専門的な立場から、子どもたちの実態把握

及び日常的な指導は十分かというところで、食に関する指導をはじめ、児童生徒への

個人的な相談、特別活動等における集団指導、給食を生きた教材とした活用等の具体

的な取り組みについて、お聞きをしたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 栄養教諭の職務は、食に関する指導と学校給食の管理であります。議員ご質問の、

食に関する指導には、大きく３つの内容があります。 

 １つに、児童生徒への個別的な相談、指導であります。特に食物アレルギーを持つ

児童生徒やその保護者に対して、個別の事情に応じた相談、指導が行われております。 

 個々では食物アレルギー等について、保護者から学校に相談があった場合、医師の

診断に基づく学校生活管理指導表を提出していただきます。この管理指導表を基に、

管理職や栄養教諭、学級担任等により、保護者等への丁寧な説明や相談が行われてお

ります。 

 ２つに、児童生徒への教科や特別活動における食に関する指導であります。教科や

特別活動において、食に関する指導内容と関連の深い学習内容につきましては、年間

指導計画に基づき、特別活動や家庭科の学習の中で、学級担任や教科担任と連携を取

り、計画的に授業を行っております。 

 学年のカリキュラム等により実施回数に多少の違いはありますけれども、１学級に

つき、学期に１回から２回程度の授業が計画されています。 
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 例えば、６年生の学級活動、バランスの良い食事や家庭科、食事の工夫などの学習

で、栄養教諭の専門性を活かした食に関した指導を行っております。 

 ３つに、食に関する指導、教育指導の連携、調整であります。 

 栄養教諭が効果的な指導を行うためには、食に関する指導のコーディネーターとし

て、教職員や保護者等と連携し、学校給食と食に関する指導を一体的に推進すること

が大切になります。 

 そのために栄養教諭は、日常的に学校児童生徒がランチルームに一堂に会する給食

の時間におきまして、教室で指導した内容と関連させ、バランスの良い食べ方や食事

のマナー、偏食傾向の児童生徒への掛け声等、食に関する指導を積極的に行っていま

す。 

 なお、食物アレルギー等を持つ児童生徒の実態把握につきましては、先ほど申しま

した学校生活関連指導表を踏まえ、安全で安心な学校給食を提供するために、保護者

との連携を重視し、管理職や学級担任、栄養教諭等で、一人ひとりの状態を把握し、

必要に応じて除去食や代替食などの対応を行っております。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  すみません。給食を生きた教材とした具体的な説明をお願いしたいんですが。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  生きた教材と言われますと、地産地消を含めたところを給食の時間帯で紹介するな

りにされた、そういったことが給食の時間にされているということでございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  たいへん多岐にわたる内容で食育の指導が行われ、充実した食育の推進も図られて

いるようですが、栄養教諭の負担も結構あるんじゃないかと、そのように思っている

ところです。 

 次の質問事項へ移ります。 

 本町では、すべての学校給食が自校方式となって７年になります。そのことにより

子どもたちには、より安心、安全な給食が提供されるようになりました。 

 また、ランチルームができたことで、子どもたちへの教育的効果もさらに高まった

のではないかと思っているところです。 

 一方、これだけの環境を整えるためには、当然ながらかなりの経費を必要とします

が、すべては将来を担う子どもたちへの先行投資として、理解もしているところです。 

 そこでお聞きしたいのは、自校方式ならではの特性をどのように活かしているの

か、具体的な取り組みと教育的成果について、お尋ねをします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  学校給食は実際の食事という生きた教材を通して、正しい食事のあり方や好ましい

人間関係を体得することを狙いとして行われる教育活動であります。 

 １つに、給食時間にあわせて調理作業ができ、適温で児童生徒に提供できること。 

 ２つに、児童生徒から給食調理に関わる調理員の顔が見えることから、調理員との

ふれあいやコミュニケーションが増え、給食調理の苦労等が理解でき、食に対する感

謝の気持ちを育てることができるようになること。 

 ３つに、地元の農産物を活用した郷土料理などを定期的に提供することで、学校給

食に対する児童生徒及び教職員の意識が高まり、ひいては食について保護者の関心を

高めることができることと考えております。 

 自校方式による成果として、児童生徒の残食率が低いことや大豆や米、果物などの

地元農産物への認知度が高まり、地域の食文化に親しむ学習機会の推進が図られるよ

うになったことなどが上げられます。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 
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 石丸議員  自校方式の特性が存分に生かされ、また教育的効果も確実に上がっているようで

す。今後ともこの方式が継続されるよう要望し、次の質問事項へ移ります。 

 次は、町は３年に１回、調理員の業者選定を競争入札していますが、経費削減以外

にどのようなメリットがあるのかをお聞きします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  学校給食を安全に提供するため、入札仕様書にて国が定める学校給食衛生管理の基

準及び大量調理施設衛生マニュアルの基準に従うなど、安心・安全な学校給食を提供

することを明記し、委託業務へ発注しているところであります。 

 また、業者選定にあたっては指名委員会により選考され、要件として給食業務に対

する指名登録の有無、他市町村の学校給食の業務実績等により勘案し選定していま

す。その同じ条件の下で、競争入札で決定しております。 

 決定された業者は学校と連携し、学校給食が教育の一環として実施されることを認

識し、安全、衛生、調理技術に研修及び教育を行い、衛生管理の高揚に努めておりま

す。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  いうまでもなく経費の削減につきましては、普段の努力を怠ってはならないことは

当然であります。ましてやそれが公金であれば、なおさらのことであります。 

 したがって競争入札を拒否するつもりは毛頭ありませんが、事は子どもの健康、生

命にかかわる分野であります。 

 先ほどの答弁では経費削減以外にはメリットもないようです。このことによる問題

発生がないよう、管理監督の徹底を要望しまして、次の質問事項へ移ります。 

 前回の質問で、栄養士を廃止し、栄養教諭の２校兼務でも食育の推進、食の安全等

に問題はないという根拠の１つとして上げられたのが、これまでは各学校の栄養教

諭、栄養士の業務の大部分を占めていた給食物資の発注購入を教育委員会が行うこと

により、栄養教諭、栄養士の業務が大幅に軽減されることから、栄養士を廃止し、栄

養教諭の２校兼務でも問題はないと判断したとのことでした。 

 そこで、現在給食物資の発注購入は、教育委員会で行っていると思われますが、具

体的にお聞かせください。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  栄養教諭に給食管理や食育の指導に専念してもらうため、発注業務を教育委員会で

一括して行っているところであります。 

 具体的な発注の流れにつきましては、定期的、年に８回ですけども、郡の献立作成

委員会を行い、学校給食摂取基準に基づき、子どもたちに必要な栄養が採れるように、

また１食の見本になるように、バランスや量を考え、献立の原案作成をしています。

それを踏まえて月１回、町の献立作成委員会では、献立内容の検討、アレルギー児の

除去対策、対応食の検討を行っています。 

 各学校より毎月１０日までに、翌月の給食人員報告を提出してもらい、それに基づ

き各学校別に給食物資の必要量を算出し、登録された給食物資納入業者に、毎月２０

日前後に発注をしています。発注後の給食人員変更による再発注、キャンセル等も行

っております。 

 当日の納入時に遅配や遺物混入等の問題があれば、各学校より教育委員会へ連絡を

するようにし、業者への指導も行っています。 

 地元農産物納入業者、みなみの里や新すこやかグループでございますが、そことの

打つ合わせを定期的に行い、価格調整なども行っております。 

 給食物資につきましては、安全性を確認するために、学校給食衛生管理基準に基づ

き、町内いずれかの学校で年１回、原材料及び加工品の食材の定期点検を実施し、学
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校給食における安全な食材の提供に努めておるところでございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  すみません。関連してもう１つ聞きたいんですが。 

 今、給食物資の発注購入は教育委員会でやっているということですが、どのような

立場の人か、それと人数を教えていただきたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  発注におきましては、教育委員会の栄養士１名で行っております。１名です。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  これまで各校の栄養教諭、栄養士の業務の大部分を占めていました給食物資の発注

購入を、現在は栄養士１名で行っているとのことですが、業務への支障、とりわけ職

員の負担増はないものか危惧をしているところです。 

 経費の削減は大いに進めていかなければなりませんが、くれぐれも本末転倒になら

ないよう現場の現状把握に努めていただきますよう要望しまして、次の質問事項へ移

ります。 

 ２点目は、学校図書館活用についてです。 

 子どもたちの成長過程において、今日いくつかの問題点が指摘されています。活字

離れ、読書離れもその１つにあげられています。 

 子ども時代に多くの図書と出会い、読書を重ねることがいかに大切かは、私がここ

で縷々申し上げるまでもなく、また子どもたちに多くの図書と出会う機会を与えるこ

とは、大切な教育の一環であることは周知のとおりであります。 

 そこで、活字離れが急速に進んでいる今日の現状を、どのように捉えてあるのかお

聞きしたいと思います。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  議員ご質問の、活字離れの現状についてでございます。 

 平成２６年３月に文化庁が実施した国語に関する世論調査をはじめ、各種調査によ

りますと、すべての年代で読書量が減少しており、また、学齢が上がるにつれ、読書

離れ、活字離れが進む傾向にあるとの結果が出ております。今日の状況を私自身も憂

慮しているところでございます。 

 子どもの読書活動は、児童生徒の言語に関する能力を育み、感性を磨き、表現力を

高めるなど、人生をより深く生きる力を身に付けることができる意義の深い活動であ

ります。 

 このことから教育委員会といたしましては、学校の朝の読書活動の奨励とともに、

各学校において、学習指導要領に基づき、児童生徒の望ましい読書習慣を形成するた

めに、学校の教育活動全体を通じ、計画的、効果的な指導が継続して行われるように、

言語環境の整備に今努めている、そのような状況でございます。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  さらにですね、子どもたちの読書意欲を高めるような、そういう施策をですね、ぜ

ひ講じていただきますようにお願いをしておきたいと思います。 

 それでは、次の質問です。 

 今年度から各学校の図書司書は、委託派遣から町の嘱託職員と切り替えられまし

た。これまで図書司書については、二転三転しているようですが、その理由をお聞か

せください。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  平成１７年度から平成２６年度まで、町正規職員の配置がない学校につきましては

業務委託を行っておりましたが、学校図書司書を法的に位置付け、学校長の指揮監督

にある司書を各学校に配置することが努力義務として定められた学校図書館法の一
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部改正が、平成２７年４月１日より施行されるに伴い、教育委員会といたしましては、

この改正法の趣旨に従い、これまでの業務委託を改め、校長の指揮監督になかった学

校図書司書を直接雇用により、指揮監督下に置くことに改めたものであります。以上

でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  先ほどの質問内容と重なるかとは思いますが、質問をします。 

 本町は教育の町を目指し、今日まで学校教育充実のため、様々な施策を講じてきま

した。そのことは町内外から高い評価を受けているところです。 

 そのような中、今回、夏休み中とはいえ、学校図書館が閉館方針となりました。こ

のことについては、関係者で十分に議論されてのことであろうと思いますが、経緯等

をお聞かせください。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  本年度より学校図書司書を臨時職員として雇用するにあたり、特別支援教育支援員

と同様、夏休み期間中の約１カ月間、図書の雇用をしておりません。 

 しかしながら、各学校の校長とも十分協議を行い、夏休み期間中における学校図書

館の開館については、学校長に一任するとしたものの、職員で対応できる範囲での開

館を、委員会としてはお願いをしております。 

 学校へ確認したところ、どの学校も開館をしているところでございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  各学校とも昨年より開館日数は減ったけれども、開館しているということですが、

図書館の、各学校の開館日数の参考資料によりますとですね、中牟田小、昨年が１３

日、今年６日、三並小、昨年１６日、今年６日、三輪中、昨年２４日、今年６日、夜

須中、昨年１１日、今年５日というふうになっています。これでも開館していると言

えばしているんでしょうが、ちょっと私どもとは感覚が違うかなと、そういう感じで

おります。 

 このような状態で開館しているといえるのか、実際のところ疑問に思っているとこ

ろです。子どもたちに読書の機会を与えるという観点からも、これはぜひ再考を要望

します。 

 また、職員に対応をお願いしているようですが、今日職員の多忙が指摘されている、

そういう中でもありますので、このことも併せて検討していただきますよう要望をし

ておきます。 

 先ほどの栄養士の件、それから図書司書の件、いずれにしましてもですね、法改正

に伴いと言われれば、何ともいたしがたいところでもありますが、何かすっきりしな

いものを感じています。 

 多分それはですね、学校教育の中心であるべき子どもの姿が、実はすっぽり抜け落

ちているからではないか、そのように思っているところです。 

 そこらへんについては、教育長どうでしょうか。子どもたちを真ん中に据えた議論

がなされているのかどうかということです。一言で結構ですので、お願いします。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 これからもですね、チルドレンファースト、子どもたちを大事にする。そのような

教育行政に努めてまいりたいと、そのように考えております。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  よろしくお願いしておきます。 

 最後の質問です。ぜひ、最後は町長にお聞きしたいと思いますので、よろしくお願

いします。 
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 私が大切にしていることわざの１つに、「疾風に勁草を知る」というのがあります。

激しい風が吹いて、初めて強い草が見分けられる。という意味だそうです。  

 いうまでもなく、強い草になるための条件は、大地にしっかりと根を張ることです

が、そのためには小さな根がすくすくと育つ環境が不可欠です。 

 さしずめ人間でいえば子供時代、とりわけ学校教育の全家庭が、それではないかと

考えています。 

 そういう意味では、先月２５日、小学６年と中学３年を対象にした２０１５年度の

全国学力テストの結果が公表され、それによりますと、福岡県は小中ともに全科目で

全国平均を下回る結果となりました。が、そもそも１回のテストの結果に一喜一憂す

ることなく、本町の目指す子ども像育成に尽力されんことを望んでいるところです。 

 そこで、再度検討をお願いしたいことは、食育に関する栄養士の件と図書司書の件

です。いずれも点数等では表せない分野であることから、目立たない存在ではありま

すが、学校教育における重要性は誰しもが認めているところです。 

 しかも先ほどの根っこを育てるという点では、欠かすことのできない教育環境であ

ると考えますが、町長の見解をお聞かせください。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 私も議員同様、子どもたちに対する経費は未来への懸け橋であるし、未来への投資

であると、そのような思いで取り組ませていただいております。 

 そういった中で、限られた財源の中でやり繰りをしながら、ぜひ優先的に教育のほ

うに充当していきたいと、そういった運営等もさせていただき、提案をさせていただ

いております。 

 先ほど食に関する教育、図書に関する教育、まさに根幹だろうと思っております。 

 私どももこの２つの立派な図書館はですね、町の誇りでありますし、町の自慢だと

思っております。 

 図書館の方に聞きますと、図書を借りる方は町外からも来ておられます。その町外

の方が来られて、その次に行かれるのがどこかと言いますと、とまととみなみの里だ

そうでございます。 

 そのように、まさに食とですね、教育が結びついたような形の町、だからこそ魅力

があるんだろうと、これが町の個性であり、将来性だと、そのように考えております。 

 今言われました司書等の配置につきましては、これはなかなか法律上の問題がある

と、私は認識しております。 

 ご案内のように、地方自治法があります。町長にはですね、首長には統括権、予算

提案権はございますけれども、執行権、いわゆる教育委員会、農業委員会、選挙管理

委員会、監査委員会については執行権限を有しておりません。 

 したがいまして、公的な場で発言することも不適当だと、私は考えているところで

ございます。 

 しかしながら思いは大いに有しているということだけはお伝えしたいと。 

 しかしながら、今年の４月１日に地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正

されまして、それぞれの自治体において、首長がトップとなって、なおかつ主体的に

総合教育会議を開くように、開設するように法的に義務付けられました。 

 その会議を１回開いておりますし、その中で大いなる議論はですね、していきたい

と。その中で食の議論、図書の議論は大いにやるべきだろうと思っております。 

 したがいまして、議員の言われました意見は十分に受け止めさせていただきまし

て、そういった会議の中で反映をさせていただきたいと、そのように考えます。以上

でございます。 
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 議  長  石丸議員 

 石丸議員  さて、政治は日が当たらない場所に光を当ててこその政治であると言われます。 

 私も議員の１人として、かくあるべきと思っています。光を当てる場所を間違えな

いよう、日々の活動に精進していくことを申し述べ、私の一般質問を終わります。 

 議  長  これで７番、石丸時次郎議員の一般質問を終わります。 

 休  憩  

 議  長  ここで休憩します。 

 １時５０分から再開します。 

（１３：３７） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

（１３：５０） 

 議  長  ６番 木村博文議員 

 木村議員  今回は、地域情報基盤整備事業と適正な動物の飼養の２点について、質問させてい

ただきます。 

 質問に入ります前に、少し紹介をさせてください。 

 執行部の皆さんはよくご存じだと思いますが、全国議会改革度ランキング、こちら

のほうでですね、本町議会が１５００余りの対象の議会の中で、全国で６５位という

すばらしい成績をいただきました。 

 町議会としましては全国６位、九州でトップでございます。ほんと身に余る光栄で

ございます。 

 そちらを少し紐解きながら、皆さんにご紹介と思っておりましたが、昨日ですね、

フレッシュなニュースが、地域のフレッシュなニュースが入ってまいりましたので、

そちらをご紹介させてください。 

 皆さんご存じの方も多いと思いますが、琵琶湖、ここでですね、毎年あっておりま

す鳥人間コンテスト、これにですね、今年は９月２日放映があったわけですが、三並

区在住の石丸隆宏君、九州大学チームのパイロットとしてエントリーされてですね、

滑空機部門、これで優勝ということで成績を収めてあります。 

 早速町を表敬訪問されまして、エピソードなどを熱く語っていただきました。 

 もう何においても全国でトップを取る方はですね、やっぱり言葉にも重みがありま

してですね、私もほんと勉強させていただいて、がんばらないかんなと、若い者に負

けんごとがんばらないかんなと、新たに思ったところでございます。 

 夜須中学校出身でですね、鹿児島実業の橋本拓実君ですね、そちらも甲子園での活

躍を報告されたわけですが、やっぱり地域で、若い有望な人材がですね、どんどん育

っております。これはやっぱり筑前町が教育について、一生懸命取り組んできた、こ

れの効果の表れということ、一端であるんではないかなとですね、考えておるわけで

ございます。 

 しかし、彼らが近い将来、筑前町を担っていってくれるわけですが、やはりそのと

きになって力を存分に発揮してもらわんといかんと。やっぱりそのためには今から生

活環境をですね、しっかりとベースを整えていかなければいけないと、そういう思い

も含めまして、今回質問をさせていただきます。 

 まず、地域情報基盤整備事業についてでございます。 

 この事業については、平成２２年に地域振興や情報格差是正、これを目的に整備が

なされたわけですが、今年で５年目ということでございます。その間何度か事業報告

を受けたわけですが、直近の一番新しい、現在の進捗状況をお尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 
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 企画課長  お答えいたします。 

 直近ということですけども、年度末ということで、平成２７年の３月末の数字を報

告させていただきます。 

 まず、光インターネットの加入世帯でございます。前年度末から１２０世帯増えま

して７９９世帯、普及率から申しまして１４．６％でございます。計画目標６７３世

帯よりも１２６世帯多いというふうな目標達成をしております。 

 なお、計画目標と申しますのは、総務省の九州総合通信局の指導によります利用促

進の取り組み計画というもので定めておるものでございます。平成２４年度から２７

年度までの計画ということで定めておる分でございます。 

 それから、次にケーブルテレビでございます。こちらの加入世帯は前年度から６１

世帯増えまして３１３世帯、普及率は５．７％でございます。 

 こちらも計画目標２３０世帯でございましたけども、８３世帯多いというふうなこ

とでの、１３６％の達成率でございます。 

 目標達成率としましては、全体合計しますと１２３％ということで、目標はオーバ

ーしております。 

 ちなみに２７年度末現在の目標をですね、既に上回っておるということでございま

す。 

 ただ、夜須地区全体の目標から見ますと、ケーブルテレビとインターネット、同時

加入というのもありますので、世帯数で見ますと８８５世帯でございます。全体の世

帯数の１６．１％というふうな数字となっておるところでございます。 

 町としましてもサービス提供者の営業活動を支援しましてですね、これからもます

ます加入促進を図っていきたいと考えております。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  目標値に対する進捗状況としましては、たいへん良い報告ということで捉えており

ます。 

 しかし現状は、加入率からで言えば１６％というですね、かなりまだ低いようでご

ざいます。 

 以前にも委員会か何かで質問をしたような気がするんですが、現在はスマートフォ

ン、これがたいへん普及して、ネット環境の整備が整って、光インターネットの契約

をする方がですね、なかなか伸びが少ないということでですね、苦慮してありました。 

 この事業はさっきも申しましたように５年しか経っておりません。事業計画の段階

ではですね、もうスマートフォンの普及もですね、もちろん想定できていたと思いま

す。それでもやっぱり４億円というですね、大きな予算を投入して整備をされたとい

うことは、やはりそれなりの効果を期待して事業を起こされたことだと思います。 

 いくら交付金などが活用できて有利とはいえ、そもそもこの計画自体に無理があっ

たのではないかと思うわけです。こういうふうな進捗状況を聞きますと。 

 ４億もの予算が投入されたわけですが、やはり町の半分しか、今、整備ができてお

りません。その予算に見合うだけの効果が期待できるということで事業を起こされた

と思うんですが、その辺りについて、どうお考えでしょうか、お尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 当時ですね、三輪地区は電気通信事業者による光ファイバーサービスが、既に提供

されておりました。 

 ということで、もう三輪地区ではどんどん光インターネットが使えるという状況、

片や夜須地区を見てみますと、光ファイバーを引く考えはないということで、やはり

そこは採算性というものが考慮された分だと思うんですけれども、事業者からします



 32 

と、夜須地区はもう引かないよというふうなことでございます。 

 そうなりますと、夜須地区はいつまで経っても超高速のブロードバンド網は使えな

いというふうなことで、大きな情報格差があったわけでございます。 

 情報化社会の中で、情報は町づくりの一番の基本となるものでありまして、住民サ

ービスにおきましても、また企業誘致に取り組むにしましてもですね、様々な不利益

を被るということでございます。 

 ですから、この是正というのは最優先の課題ということで捉えられておったと思わ

れます。 

 このようなことから平成２２年度に地域情報通信基盤整備促進事業ということで、

夜須地区の光ケーブルを整備したわけでございます。三輪地区はもう既にありました

から、夜須地区の光ケーブルの設置をしたというふうなことでございます。 

 これに伴いまして、筑前町全域が超高速ブロードバンドも使えるようになったとい

うことで、町の半分とかいうことではなくてですね、筑前町全体がそのサービスを受

けられるようになったというふうなことで捉えております。 

 それともう１つの、約４億円という事業費ということでございますけども、国の交

付金や合併特例債を活用しましてですね、これは、合併特例債で償還時に一般財源と

いうふうな形で必要になるわけでございますけども、その部分まで計算しましても最

終的な一般財源で筑前町の税金を使うのは１，８００万余りというふうなことで、４

億円の事業からしますと、非常に有利な事業展開ができたんだと思っております。と

いうふうなことでですね、感じております。 

 ということで、一番大きな情報格差というふうなことの是正というのがですね、で

きたというのが最大の事業の目的達成の効果だと思っております。 

 それとスマートフォンについてですけども、計画がですね、平成２０年度、２１年

度ということで計画をしておりました。そのときはまだまだスマートフォンは出る

か、出始めかというふうな頃でございましてですね、まさかここまで価格設定も安く

なってですね、電波もボンボン来るというふうな形、しかもアプリケーションもこん

なに盛んになるというふうなことは、当時はちょっと想定できていなかったものだと

考えております。以上です。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  今、スマートフォンについてもですね、想定できていなかったということですが、

２００９年ぐらいに従来の携帯電話にインターネットができるタイプが出ましてで

すね、２０１０年からはもうスマートフォンが、初期が出ましてですね、やっぱりそ

の頃のいろんな方の意見をインターネットとかで調べるんですが、やっぱりどの方も

爆発的にスマートフォンが伸びていくということは、はっきりと明確に言われてある

んですよね。 

 だからそういったところで、何を判断基準にですね、それは国も含めてですけども、

判断基準にですね、そういうことになったのかというのがですね、分からないところ

でございますが。 

 その当時の過去のことをですね、ここで今からどうのこうの言っても仕方ないこと

だと思っております。でも、４億円がいくら、この４．７％ですか、一般財源と言い

ましても、やはり４億円というお金がですね、実際にやっぱり税金から投入されとる

ということは事実なわけです。 

 しかも、じゃあ今から全部線をあげて返しますということももちろんできんことや

けん、今からですね、どう言っても仕方ないことかもしれませんが、やっぱりまだそ

の事業がなされて、始められて４年と１０カ月ですかね、今しかなってないんです。

もっと積極的に活用して、この投資に見合う効果を上げていただきたいと思うわけで

ございます。 
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 先ほど進捗状況の報告についてもですね、それが国の判断基準と目標値ということ

で言われておりましたが、果たしてそれがうちの町にとって適正な目標値であるかと

いうのはですね、私は分からないわけですが、実際に１６．１％の加入率ということ

であれば、やはり目標値を、うちの町独自の目標値を上方修正してでもですね、やっ

ぱり臨むべきではないかなと考えるところでございます。 

 この事業は先ほど申されましたように、地域の情報通信の格差の是正ですね、これ

が一番の、解消するのが一番の目的のようですが、施策については、地域の総意を活

かし、最も効果的で地域の特性に応じた整備がなされるべきというですね、これは国

の方針ですね。明確に書いてあります。 

 本町では旧夜須地区の山間部でですね、全くインターネットが繋がらない地域や電

波の状態が、テレビの電波の状態ですね、悪い地域が光ファイバーで繋がるようにな

ってですね、当時の広報紙ですね、これを引っ張り出してきたんですけども。 

 長い間念願であった光インターネットができるようになりました。町のお蔭で本当

にありがとうございました。こんな山の中でインターネットがサクサク動くようなん

て夢のようです。若い者たちが特に喜んでおります。ということをですね、住民の方

の声を大きく載せてありました。ほんとコンピュータを前にして、家族のだんらんが

ですね、目に浮かぶようでございますが。 

そこでお尋ねしたいんですが、当時のいわゆるブロードバンドゼロ地域において、

そこを特定してみた場合に、どれぐらいの世帯が契約されてありますでしょうか、お

尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 先ほど光ファイバーというふうなことでですね、光インターネットそれからケーブ

ルテレビということでお話させていただきました。 

 その他の効果としましてもですね、地デジ移行というアナログ放送廃止がございま

して、その部分の解消というのも同時に行えたということが事業効果としてあります

ので、付け加えさせていただきます。 

 お尋ねの内容でございます。 

 ブロードバンドゼロ地域でございますけども、櫛木、三箇山、黒岩、坂根、上曽根

田、下曽根田だけを見てみましてですね、光インターネットの加入を見ました。９７

世帯の内インターネット加入は６２世帯でございます。加入率６４％となっておりま

す。以上です。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  ６４％ということで、私、もうちょっと悪い加入率かなと思っておったんですけど、

意外と進んでいて安心しております。 

 このような地区にこそ、やっぱりしっかりと活用していただきたい、そう思うわけ

でですね、やっぱり例えばインターネットを使ったら、残り３６％ですね、まだ１０

０％にいってないんですけども。 

 例えばインターネットを使ったら、生活のこういう部分がものすごく補えますよと

かいうですね、そういう提案もしっかりしていただきたい。 

 これが、町が直接するものか、事業者の方が営業としてされるものかですね、そこ

はどちらでもあれなんですけど、やっぱりそういうことを住民の方にしっかりと伝え

て、そういう地区にこそ、やっぱり１００％を目指してですね、使っていただきたい

と思うところでございます。 

 次の質問の加入促進の具体的な取り組みという部分でお尋ねいたします。 

 以前、町から職員の方を派遣して、加入促進にあたられたということを聞いたよう
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な記憶がありますが、現在は契約先の会社の、事業所の社員として雇用してあるとい

うことも聞いたような覚えがございます。もっと町も直接ですね、積極的にこれに関

わってですね、携わって取り組むべきではないかと思うわけですが、その辺りをいか

がお考えでしょうか。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 町からの派遣ということでおっしゃいましたけれども、派遣ではございません。 

 実は福岡県の緊急雇用創出事業を活用しまして、サービス提供者であります株式会

社メック、こちらのほうに委託しまして、ブロードバンドの加入促進のために行った

ものでございます。 

 平成２４年の１１月から翌年の３月まで、２人を株式会社メックが雇用されまして

ですね、現在も継続雇用ということで、加入促進の強化が図られているところでござ

います。 

 雇用促進活動はですね、基本的には営利活動でございますので、株式会社メックが

取り組むべき分野だと考えております。しかしながら、光ケーブルの有効活用という

視点からですね、町のほうもその営業活動を全面的にバックアップしましてですね、

加入促進を図ってきておりますし、これからも支援してまいるところでございます。 

 具体的にはですね、説明会でありましたり、インターネットのサクサクっと動く体

験会とかですね、そのようなものを開催する場合には場所の提供、また、メック作成

のチラシには、このメックという会社は怪しい会社ではありませんよと。町とこうい

うふうな光ケーブルを張って、それをサービス提供する会社ですよというふうな、補

助事業の説明も加えたチラシを作成しております。 

 そのチラシの、例えば広報ちくぜんへの折り込みでありましたり、防災無線でのＰ

Ｒ、また夜須地区に転入される方にはチラシの配布なども行っております。今後とも

強化してまいります。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  いろいろ説明会、体験会ですね、町も一緒になってされてあるということで、今月

も確か決算委員会１日目やったですかね、コスモス前でですね、説明会、体験会をさ

れるということで、ちょっと見に行きたかったんですけども、また次の機会にしたい

と思います。 

 次の要旨の３番目でございます。 

 次の質問の町事業での活用、これについてお尋ねいたします。 

 この町が直接だからこそできる取り組みですね、これもあると思います。 

 例えば、先日篠隈団地が完成しましたが、この先も町営住宅の建設とかあるわけで

すが、前もって、加入云々は別にして、前もって配線などを入れとくとかですね、そ

ういうふうな入居者が加入しやすい環境を整えたりですね、例えば、これから総合戦

略推進会議などで空き家対策、これがですね、いろいろ議論されていくと思いますが、

どのようになるか、現段階では明確にはなってないと思いますが、空き家バンク、こ

れも先日ちょっと話の中に出ておりました。 

 もし空き家バンクなどができた場合にですね、そのバンクを利用される方、利用者、

この方が、町がですね、インターネットの加入料を例えば負担するとかですね、それ

とか町では近隣地域に大型商業施設、これが建って空き店舗、これが増えております

が、この空き店舗を町で指定して、入居の際にインターネット費用の一部を助成する

とかですね、そういう取り組みができないでしょうか。 

 インターネット環境というのは、商売にとっては本当に必要不可欠で、この大容量

の安定したネット環境が整っていれば、この筑前町の田舎で商売しても、全国展開が
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できるわけです。 

 やはりそうなれば空き店舗も埋まって、空き店舗も埋まれば雇用が生まれ、また定

住者も増え、やっぱり一石二鳥、三鳥、四鳥とかいう効果が得られ、もちろんこのイ

ンターネットの加入というのももちろん増えます。 

 そして、この事業のもう１つの大きな目的である地域の活性化ですね、これは事業

の目的として謳ってあると思うんですが、これも促進されることであろうと思いま

す。 

 このような観点からですね、やっぱり町ももうちょっと積極的にですね、そういう

ふうに活用していただきたいと思うんですが、その辺りをどうお考えでしょうか、お

尋ねします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  まず１点目の町営住宅の建設のときの話でございますけども、都市計画課のほうと

連携を取りまして、もう既に建設する際にはですね、入居者の方が加入されるという

ことを想定しましてですね、配管をもう既に工事の中で通しておるということはして

おります。これからもそのつもりでございます。 

 それから２点目の、空き家の有効活用などでございますけども、こちらは総合戦略

においても、今、非常に議論されておるところでございます。 

 ですから、これはですね、やはり空き家とか空き店舗へ入居される際にはインター

ネット費用の一部を補助するということもですね、今後は調査研究して、検討してい

く価値はあるものと思われます。 

 おっしゃいますようにですね、もうそれこそ光ケーブルが通っているわけですか

ら、店舗はもうちっちゃな自宅の一角であっても全国展開できるような仕事ができま

す。そういったふうなことで、空き店舗だけにとらわれずですね、移住、定住という

対策においても、この光ブロードバンドが網羅されているというのは、非常に強みで

訴えられることができるポイントだと考えております。以上です。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  この町の事業の部分でですね、もう１点質問させていただきたいんですが。 

 東峰村でケーブルテレビ事業、これされてあります。東峰テレビさんですね。これ

が先日、朝倉広域地域と全国を繋ぐ地方創生番組、このフラット日本ですね、という

番組で、本町で、依井で大きく事業展開されてある材木屋さんのイベントをですね、

紹介してありました。 

 これは果たして町内のどれだけの方がご存じか分かりませんが、この地場産業の担

い手が地域発信型、地域発信型のイベントをされるということでですね、この住民デ

ィレクターとも通じるところがあるということで、やはり東峰テレビさん、また朝倉

観光協会、これもしっかりと応援されているようでございます。 

 今まさに地域創生戦略の取り組みに合致するですね、形だと思うところでございま

す。筑前町においても、この朝倉観光協会とも連携して活動してあります。地域内に

おいてですね、このようにして、町全部でですね、そういうことを応援できるような。

そういうふうな取り組みを応援できるような展開がですね、できませんでしょうか、

お尋ねします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 福岡県それから朝倉市と東峰村と筑前町共同で事業を行っております朝倉広域連

携プロジェクトというのがあります。その中の１つにですね、朝倉の観光情報プラッ

トホーム構築プロジェクトというものございます。この中の１つとして、先ほどおっ

しゃいました住民ディレクター養成というふうなことでですね、一生懸命取り組んで
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おるわけでございます。 

 ２６年度は朝倉観光協会のほうに委託しましてですね、養成講座を開催しました。

筑前町からも１０名余りの方がですね、参加されております。 

 今度２７年度、今年度は、先ほど議員おっしゃいましたように、フラット朝倉とい

う東峰テレビの番組枠を活用しましてですね、地場のいろんな地域でがんばっている

紹介とかですね、いろんなものを番組化しております。 

 その受講生をですね、運営スタッフとしまして、実際に企画提案から番組編集まで

の番組制作を行っております。また、スタジオにも住民ディレクターの方登場されて、

自ら動画を通して、情報発信をされているという実態がございます。 

 住民の方もですね、筑前町からは東峰テレビさんのほうに活発に参加してある方が

６名いらっしゃいますし、町の職員も積極的に参加をしているところでございます。 

 いずれはそのノウハウを活かしまして、ケービレッジとも連携しまして活動できる

んじゃないかなというふうなことも、若干視野に入れながらですね、現在の活動を活

発に行っているところでございます。 

 また９月からはケービレッジ単独ででもですね、投稿ビデオ募集ということで開始

されましたので、これからこちらのほうもですね、ＰＲしていきたいと考えておりま

す。 

 やはり情報収集、発信という部分は、町の広報担当なり各課の担当者が情報を集め

るというのも１つの方法でございますけども、やはり身近なところに彼岸花が咲いた

よとかですね、そういう旬の、今日の朝の出来事というのを、住民の方が即投稿する

というのが、非常に今からは全国的にも注目されている方向性じゃないかなと思いま

すので、これからも住民ディレクターしっかりと支援してまいりたいと考えておりま

す。以上です。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  積極的に、なかなかやっぱ担当課としても考えて、されてあるということでですね。 

 しかし、そういうふうな情報を収集したとしてもですね、やっぱり配信できなけれ

ば、やっぱり地域の中に配信してですね、地域がやっぱり１つになるというですね、

そこがないと、やっぱり情報を収集するだけしても、それはもういろんな取り組みを

しても、自己満足、悪い言い方をすればですね、自己満足に終わってしまいますので、

やっぱり配信するという部分でですね、これからしっかりと繋いでいってもらいたい

と思いますので、よろしくお願いします。 

 それから、１点目の最後の、今後の事業展開という部分ですが、この事業の格差是

正ですね、この目的である。それは、それまで繋がらなかった地域を交付金によって、

繋がらなかったとこと繋がるとこと一定にするというだけではなくてですね、やっぱ

りいつか町長からも聞きましたが、ライフラインの一部としてしっかりと捉えておる

ということで言われてありました。 

 やっぱりライフラインということであれば、水道と一緒で、１分間に２０リッター

供給できる地域と１０リッターしか供給できない地域とあったらいけないんですね、

やっぱりライフラインというのはですね。 

 実際にどうかというと、そこに置き換えた場合にですね、やっぱり三輪地区におい

ては先ほども申し上げられたように、民間事業者で対応されてあるとですね。 

 果たして、じゃあそのネット環境もいろいろありますから、どういう状態であるの

か、これを私もちょっと把握しとらんわけですが。少なくともケーブルテレビによる

この町の情報をですね、いろんな流されてありますけども、その辺りやっぱり受け取

れないんですよね。やっぱり半分の方がですね。そういう部分について改善していく

必要があると思いますが、そういう予定はありますでしょうか、お尋ねいたします。 
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 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 まず前段のですね、導入期の状況でございますけれども、夜須地区についてはＡＤ

ＳＬの加入地域であった。三輪地域については甘木を中心とした光ファイバーの布設

地域であったということで、合併いたしました。ぜひともこの格差をなくさなければ

いけないということが１点でございます。 

 その中で、夜須地区の中にも下高場地域あるいは四三嶋地域がですね、非常にＡＤ

ＳＬが電波がｉｎできないような状況にあったということで、強く光ファイバーの敷

設を要望されました。 

 そういったことで、当時の議長さん等々ともですね、ぜひともこれをやるべきだと

いうことで、まず事業者のほうに、私も要請文を書きましたけれども、ぜひ民間事業

所でやっていただきたいと、強く要望いたしましたけれども、もうそれは叶わないと。

今は町レベルの規模では、光を引く布設する計画はないという返事をいただきまし

た。 

 そのことについて、このまま格差を置いたままでいいのかと、特に若者、企業誘致

においてですね、非常に不利益を被ると。特に言われましたように、事業所等がです

ね、光がないことに非常に不満を持っておられました。 

 そういった地域振興の面から、地域産業振興あるいは企業誘致の面から、あるいは

若者のですね、レポートなんかも今は光で出すんだと、そういった時代だと。だから

携帯があってもそれは無理なんだというふうな意見も頂いたところです。 

 若者が役場に電話することはまれなんですけれども、その件で私は４本ぐらいいた

だきました。 

 そういった状況の中で相談をいたしまして、有利な補助事業があると。やはり国の

ほうもですね、こういった情報の格差については是正しなければならないという、強

い指針がございましたので、その補助金を活用して布設作業に入ったところでありま

す。 

 ですから本来の目的は、光の布設でありました。その２次的な産物として、ケーブ

ルテレビがセットでできるよという提案がございましたので、経費の面から考えまし

て、そちらのほうを導入しようという経緯でございます。 

 今後もですね、ぜひぜひ、もっともっと普及させていって、ケーブルテレビ等はで

すね、パソコンよりもより簡単なんですね。より高齢者の方にも利用しやすいという

利点がございます。より普及させていくように努力をしていきたいと思っておりま

す。 

 また、様々な補助事業等があればですね、そういったものも活用していきたいと、

そのように考えます。以上です。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  この件についての最後に、今の事業の契約業者さん、こちらと１０年契約ですね。

になっておると思います。今、半分終わったわけですが、ケーブルの使用料と年間の

保守点検料、これが相殺ということみたいです。 

 これからですね、じゃあ１０年経ってですね、この業者さんがですね、契約更新さ

れないということがあるんではないだろうということで心配がありまして、１つはや

っぱり異常気象ですね、これについてはいろいろ災害があって、ケーブルが切れたな

とかなれば保険に入ってあってですね、そういうことになるそうでございます。聞い

たら。 

 にしましても、やはり１０年から以降というのは保守契約が多分増えてくると思い

ます。保守料が増えてくると思います。 
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 それプラス、やっぱり契約に伸びがないということであれば、いや民間業者さんで

ですね、やっぱり合わんということであれば、もうそれは契約はできませんよという

ことでですね、更新しきりませんということになると思いますが。 

 やっぱりこれだけ町が一生懸命進して推進ですね、しておりますので、じゃあ１０

年目からは、はい、もう契約はできませんでしたから、テレビの機械は引き上げます

と、次はプロバイダー、次は決まっておりません。そういうことじゃ、やっぱり済ま

ないからですね、やっぱり今のうちからきちっと整備して、その辺りをきちっともう

間違いなく契約が更新できます。１０年目になって更新できますよということでです

ね、そこを担保するものがやっぱり必要だと思うんです。 

 これは５年先のことで、まだこの時点で、今の時点で明確にお答えしていただくと

いうのも難しいかもしれませんけども、お考えがありましたらお願いいたします。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  今おっしゃいます保守契約につきましては、議員おっしゃるとおり、施設の賃貸契

約書との相殺ということで、実際には契約の金額はありますが、歳出はしておりませ

ん。 

 今、業者との契約につきましても、１０年間という長いスパンでやっております。

ＩＲＵ方式というやり方によりまして、業者の選定を行っているところです。この方

式というものは、関係当事者の合意がない限り契約を破棄することはできないものに

なっています。 

 ただ、先ほど申しますように、どういうことがあるか今のところ分かりませんが、

契約の更新ができないということは考えにくいわけですが、更新ができない場合につ

いてはですね、他の業者へのスムーズな移行を協議していくというような考え方を持

っております。もうそういうふうなやり方しかないというふうに考えております。 

 それから、先ほどから言われますように、将来的なことはまだ分かりません。まだ

５年目ですので。 

 継続して取り組んでいくためには、現時点における問題点の解決というのも１つの

やり方だと思っております。放送サービスのですね、難聴区域のエリアの解消を求め

ていくためにつくったものですから、その点において検討していく必要があると思い

ますし、また契約更新時につきましては、問題点を再検討してですね、５年先になり

ますが、検討して、実情に合った方法での、継続した情報格差是正に取り組んでいく

という方針でございます。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  ＩＲＵ方式ということで聞いてですね、契約自体についてはちょっと安心したとこ

ろもあるんですが。 

 やはりほんと今言われたように、どうなるか分からんということでですね、これ契

約の日にちというのは１日もずれんでそこで決まっていますから、そこに行って考え

るじゃなくて、やっぱり先手先手でですね、万が一にも住民の皆さんに、やっぱり契

約者に不利益がかからんようにですね、対策をお願いしたいと思います。よろしくお

願いします。 

 それでは、続きまして２点目の適正な動物の飼養について、ということでお尋ねい

たします。 

 近年、犬猫などのペットを飼う家を多く見かけます。ストレス社会、高齢化や一人

暮らしの家庭の増加など、社会的な背景が要因になっている部分があると思います。 

 ある全国規模のペット協会の調査では、生活に癒しと安らぎを求めてという理由が

ですね、一番このペットを飼われる理由として多いそうでございます。 

 かわいいペットたちは本当に日々のストレスを和らげてくれて、予防医学の面から



 39 

も副交感神経に直接作用して、効果をもたらしてくれるそうでございます。 

 このペットを飼育されている家庭のですね、５０％以上がですね、夫婦の会話が増

えたとかですね、そういう良い効果もあるそうでございます。 

 そのように飼い主にとってはものすごくペットというのはいいんですが、ちょっと

飼い方を間違えると異常繁殖であったり、良好な生活環境を損なったり、餌代などで

家計を圧迫したり、隣近所とトラブル、これがですね、発展したケースをよく耳にす

るところでございます。 

 そこで本町におけるですね、犬、猫、その他のですね、飼養状況、実態ですね、適

正な管理指導ができておりますでしょうか、お尋ねいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  犬猫の飼養につきましては、飼い主が動物に愛情を持ってかわいがることはもちろ

ん、マナーを守って適正な管理のもと終生飼養に努めなければなりません。  

 まず、犬の飼養実態ですが、生後９０日以上の犬は一生に１回の登録と、毎年狂犬

病予防法に基づく予防注射が義務付けられております。これは近年よく見られます、

室内で飼っていてめったに外に出さない場合や小型犬についても必要となります。 

 筑前町では昨年１９３５頭の登録があり、その内１１７３頭が予防注射を受けてお

りまして、接種率は６１％でございます。 

 予防接種を受けていない犬に関しまして、既に死亡している場合や飼い主の変更が

あった場合、この届け出依頼も含めてですね、再通知をしているところです。 

 また、マナーにつきましては、ご存じのとおり、犬の放し飼いは禁止でございます。

散歩時にはリードを付けて、糞の後始末は飼い主の責任で持ち帰りを周知徹底してい

るところでございます。 

 放し飼いにつきましては、基本的に県の機関であります北筑後保健福祉環境事務

所、いわゆる保健所でございますが、こちらに連絡を取り、犬の放し飼い、飼い主が

判明した場合には、犬の係留の指導を行ったり、引き取りまでの抑留の対応をお願い

しているところでございます。 

 近頃は犬の放し飼いについて、ほとんど見られなくなりましたが、糞の後始末につ

きましては、残念なことに、まだ持ち帰られない方もいまして、繰り返し行われる場

合には、注意喚起の看板を設置しているところでございます。 

 また、飼い方、マナーについてですけど、町の広報紙や防災行政無線、これで定期

的に周知しております。その他にも保健所の主催で犬のしつけ教室を開催し、マナー

アップに努めているところでございます。 

 猫につきましては登録制ではないため、飼養頭数は不明でございますが、他人の迷

惑にならないよう、また道路上で交通事故に遭わないように室内で飼養することと、

首輪や迷子札の装着の必要性を、こちらも町の広報紙、防災行政無線で周知しており

ます。 

 しかしながら、猫につきましてはですね、法律上犬と異なるため、放し飼いが見ら

れる状況にあります。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  この取り組み、実態ということでですね、私お尋ねしたかったのは、平たく言えば

野良猫とかですね、よく聞くんですよ、最近ですね。地域内において、本当に野良猫

が困っとるっちゃが、どげんかできんねということでですね、やっぱりそういうふう

なですね、住民の方からの相談、こういうのが大体どの程度ですね、寄せられてある

んだろうかと思ってですね、その部分をお聞きしたいんですが。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  町内におきまして、昨年度犬、猫に関しての相談で対応した件数、こちらにつきま
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しては、犬が６件、猫が３件でございます。以上です。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  件数だけ聞けばですね、ものすごく少ないようですが、ほんと私いろんなところで

話をしましてですね、地域内でいろんな住民の方と話しまして、かなりあります。 

 もうこの中でもですね、今、中におられる方、本当に多くの方が、自分が直接そう

いう体験をされたとか、近所でそういう話を聞いたとか、多分にしてあるあられると

思います。 

 やっぱりそういうことでですね、常日頃どうかせないかん、どうかせないかんって

思っとったんですが、やっぱり今言われたように、ほんと条例等でですね、きちっと

できないと、猫を結局リードとかで繋いどきなさいというような、そういう指導がで

きないということでですね、そういうあれに発展しておるということでございます。 

 すみません。時間のほうもありませんので急ぎますけども、犬猫ですね、これに特

化して言えば、やっぱり愛犬家、愛猫家の方が多くて、それぞれの愛護団体とかＮＰ

Ｏ団体ですね、これなんかもよく近隣では耳にしておりますが、その時々の細心の高

いスキルをもってですね、やっぱりそういう活動をされてあると思います。 

 本町で動物福祉は、適正な飼養についての取り組みをこれから考えていく上で、そ

のような団体の方との連携、これは有効なことだと思いますが、そのあたりをどう捉

えてありますでしょうか、お尋ねいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  これまで町内におきまして、民間の動物愛護団体がなかったように思われます。し

かしながらですね、今年７月に町内におきまして、シッポお助け隊との名称で、動物

愛護団体が設立され、犬猫の殺処分ゼロを目指すことや、町民と子どもたちに命の大

切さを伝えるなどの活動を目的として掲げ、現在隊員募集をされている状況でござい

ます。 

 町も庁舎に募集チラシを備えたりして、これからの活発な活動をお願いするととも

に、できる範囲での協力をしたいというふうに考えるところでございます。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  私、先ほど地域でですね、猫の問題について、いろいろ相談があっていますという

ことで言いましたけども、先日もありました。 

 早速環境防災課にお願いしまして、窓口に行きましてお願いしたわけですが。 

 すぐ訪問をしてくれてですね、その地域に行っていただいて、ここが原因であるだ

ろうという家を探していただいて、適正な飼い方の指導をしていただきました。 

 その職員の方はですね、以前にも別の案件で一緒にしていただいたんですが、ほん

とそのときに一緒にお手伝いいただいた地域のボランティアの方もですね、この職員

さんはようがんばってくれるねって、ということでですね、しっかりとしてくれるね

ということで言われてあったんですが。 

 実際にはですね、やっぱり１回では終わらないんです。それがですね。やっぱりい

ろんな括りが、条例の括りとかいろんなものがあって、強制的にしたいけどできない

と、だから何度も何度も足を運ばないといけないという状況があるんです。 

 だから、やっぱり動物愛護管理法でもですね、書いてありますけども、ちょっと時

間がないので、かいつまんで申し上げます。 

 動物の適正な取り扱いについて、愛護に関する事項を定めて、人の生命、身体及び

財産に対する侵害、並びに生活環境の安全上の支障を防止し、人と動物の共生を図る

ことを目的とするということでですね、第１章、第１条に動物愛護法を書いてあるわ

けでございます。 

 やっぱりこれはもちろん、じゃあそれは飼い猫なのか野良猫なのかということでで
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すね、いろんな条例とかが適用できる、できんとあると思いますが、これは動物愛護

条例ですから、やっぱりそれは全部が適用できると、私は考えるわけですが。 

 これはどうでしょう、町で単独にですね、こういうふうな条例を制定して取り組む

ということがですね、できませんでしょうか。お尋ねいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  先ほど議員申しました動物の愛護及び管理に関する法律、これに基づきまして、福

岡県のほうが、動物の愛護及び管理に関する条例というものを制定しております。 

 このことによりまして、犬猫を含む動物に関しましては、県条例を準拠しまして、

当面は保健所や獣医師界、そして動物愛護団体と連携して、取り組みを進めたいとい

うふうに考えておるところでございます。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  ぜひですね、条例がなくてもですね、やっぱりできればそれでですね、問題ないん

ですけれども。やっぱり取り組みをやっていく上で、それがないがためにですね、ほ

んとものすごく大きな、今は町も一生懸命少ない職員でがんばってあります。そうい

った中でですね、活動が有意義になるようにですね、やっぱり効果をしっかりと出せ

るように、やっぱり条例を制定せないかんといったら、やっぱりそういう方向で検討

していただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 最後の質問でございます。 

 避妊、去勢等に対する補助金について、これをお尋ねいたします。 

 先ほどから申し上げているように、不適切な飼い方でですね、ほんと猫なんかがど

んどん増えております。もう犬もですが、それが増えたことによって、近隣との良好

な関係が崩れたりですね、ということも何件も聞いております。 

 やっぱり福岡県の犬猫の殺処分数、これはネットのほうで調べてみたんですけれど

も、２５年度が出とったんですけれども、約６千匹、すごい数でございます。ほんと

かわいそうな話ですよね。もう人間の都合でですね、これだけのたくさんの命が奪わ

れておるということで、ほんときちっとした適正な管理ができておけば、奪われなく

ていい命がですね、５千も６千もって、すごい数です、これ。ほんと亡くしておりま

す。ほんと勝手なことだと思っております。 

 猫であれば１回に５匹ぐらい、いろいろありましょうけど、猫であれば１回に５匹

ぐらいの子を産むそうです。これが最大で年に４回妊娠するですね、子どもを産む個

体もおるそうです。近親交配もしますから、一組のカップルがいたら、計算したら２

０匹から３０匹って、管理してなければですね、餌をやるばっかりだったら、そうな

るんですよね。 

 やっぱりそうやって増えた猫なり犬なりですね、そういうふうな個体については、

やっぱり健康を損ねたですね、健康を損ねて、そこでその場で死ぬ個体もおるそうで

ございます。 

 そこで近隣自治体はですね、避妊、去勢に対してですね、不妊、去勢に対して補助

金、これを充ててですね、取り組んであるところもあるそうでございますが、この補

助金についてですね、本町でもぜひ検討していただきたいと思うわけでございます

が、どうお考えでしょうか。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  平成２５年度に県内の保健所等に持ち込まれて殺処分された犬猫は、啓発活動や民

間団体による譲渡活動の成果で、１０年前から約７割減少したと言われております。 

 その中で猫の処分数は、犬に比べてペースが鈍いもので、なかなか進まない状況で

す。 

 理由としまして、捕獲が難しい、飼い主がいない猫に対し、無責任な餌やり等の行
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為で繁殖し、そのため数が減らないと思われます。 

 こういった猫の過剰繁殖を抑制するには、先ほど言われました猫の不妊、去勢手術

が効果的と聞いておりますが、現在の町の職員体制等を考えますと、猫の捕獲など対

応が厳しい状況でございます。 

 近隣の例としましては、朝倉市の例ですが、以前から甘木公園に生息する複数の飼

い主のいない猫、この対策に苦慮していたということで、一代限りの命を全うさせる

ため、また、飼育される見込みのない子猫を増やさないため、昨年度より市内に住所

を有する個人が、市内に生息する猫の不妊、去勢手術を市に申請されれば、動物病院

で手術を受けることができると。その際の手術費の一部で、５千円の補助金を交付す

る制度を始めております。 

 本町におきましては、先ほど申しました動物愛護団体が設立されたばかりでありま

して、飼い主のいない猫の実態も、これから徐々に詳しく分かってくることが期待さ

れると思います。 

 今後このような補助制度も視野に入れまして、検討していく必要があるというふう

に考えております。以上でございます。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  ぜひ、前向きに検討をお願いします。 

 ほんと７割減ということでですね、私も調べました。ほんとこれは減っとるという

ことで、がんばっておるということでですね、関係者の方の努力も十分分かるんです

が、その７割減がいいということではない、７割減やっても、やっぱり５千、６千と

いう尊い命がなくなっておるわけですから、ぜひ、早急にですね、ほんと１日あれば

何十頭、何百頭って助けることができるんです。 

 先ほど言われてましたように、近隣地域でですね、そういう補助金を、５千円だし

てされてあるということで、やっぱり福岡のほうでも聞きますけども、耳をなんかＶ

字型に切るそうですね、そういうふうな処置をですね、きちっとした個体については

ですね。 

 そういうふうな取り組みがあるそうでございますので、後手後手にならんようにで

すね、まだうちの町ではですね、そういう問題が大きくなってきてから、なってない

からではなくてですね、なってないからこそ、今をスタートしていただきたいと思い

ますので、ぜひよろしくお願いします。 

 以上で、私の一般質問を終わらせていただきます。 

 議  長  これにて６番 木村博文議員の一般質問を終わります。 

 散  会  

 議  長  本日の日程は、全部終了しました。 

 明日は一般質問の最終日です。午前１０時より開始します。 

 本日は、これにて散会します。どうもお疲れでございました。 

（１４：４６） 

 


